
郵政民営化委員会（第３４回）議事録 

 

日時：平成１９年１２月２０日（木） １５：３５ ～ １９：０７ 

場所：虎ノ門第１０森ビル５階 郵政民営化委員会会議室 

 

○田中委員長 これより郵政民営化委員会第34回目の会合を開催いたします。 

 ただいま委員は４人出席しておりますので、定足数を満たしております。なお、飯泉委員は

少し遅れるとの連絡をいただいておりますので、本日は委員全員お揃いになる予定です。 

 それでは、お手元の議事次第に沿い、議事を進めていきたいと思います。 

 まず、議題１は株式会社ゆうちょ銀行及び株式会社かんぽ生命保険の運用対象の自由化に係

る認可についてでございます。本日は金融庁監督局から神崎郵便貯金・保険監督参事官、総務

省郵政行政局から淵江貯金保険課長にお越しいただいております。 

 それでは、まずご説明をいただいた上、質疑に入りたいと思います。 

 よろしくお願いいたします。 

○神崎郵便貯金・保険監督参事官 金融庁監督局でゆうちょ銀行、かんぽ生命保険の監督を担

当している神崎でございます。それでは座らせていただきまして、ご説明させていただきます。 

 金融二社から認可申請がございました運用対象の自由化に係る新規業務につきましては、11

月５日の郵政民営化委員会におきまして、監督局長の西原から審査の基本的な考え方、チェッ

クポイント等についてご説明申し上げたところでございます。この認可申請につきましては、

昨日、資料１という形で配付させていただいておりますお手元の公表資料のとおり認可をいた

しましたので、ご報告させていただきたいと思います。 

 まず、今回の審査についてでございますが、金融二社の業務につきましては、民営化法上の

基準に照らして、他の金融機関等との間の適正な競争関係及び利用者への役務の適切な提供を

阻害するおそれがないかについて審査することになっております。 

 まず、他の金融機関等との間の適正な競争関係についてでございますが、今回の申請内容は

資産運用の多様化に係るものですので、イコールフッティングの観点からは特に問題がないと

判断したところでございます。 

 また、当該業務を行うことに伴う利用者への役務の適切な提供への影響についてでございま

すが、影響自体は間接的なものですが、運用に係るリスクが顕在化すれば利用者への役務の提

供に影響することもあり得ることから、態勢整備について業務の特性に応じた整備計画が策定
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されているか否かなどについて審査を行ったところでございます。 

 その結果、新規業務を含む資産運用全般について、経営管理が働く態勢となっており、リス

ク管理態勢や法令等遵守態勢が整備されていることを確認いたしました。また、一部の業務を

除いて、システムや規程類等につきましても、整備に向けた計画が策定され、整備が図られつ

つあることが確認できたところでございます。 

 したがいまして、他の金融機関等との間の適正な競争関係及び利用者への役務の適切な提供

を阻害するおそれがないと認められるので、民営化法の規定に基づき認可することとしたとこ

ろでございます。 

 ただし、先ほど「一部の業務を除いて」と申し上げましたが、申請のあった業務のうち、ゆ

うちょ銀行のクレジットデリバティブ取引及び商品デリバティブ取引、かんぽ生命保険のクレ

ジットデリバティブ取引については、業務の内容が高度でリスクが高いにもかかわらず、今回、

態勢整備に向けた計画について十分な説明がありませんでした。このため、仮にこれらの業務

を認可した場合には、運用に係るリスクが顕在化し、利用者への役務の適切な提供に支障が生

じるおそれがあると見られることから、今回は認可をしないという結論に達したところでござ

います。 

 今後のフォローアップでございますが、今回の新規業務認可申請につきましては、民営化委

員会からも、的確な資産負債総合管理を行うために緊要性が高く、実施の優先度合いが高いも

のの、業務の実施に際しては、リスク管理の業務遂行能力・業務運営態勢の早急な整備が極め

て重要であり、認可後においても継続的に確認が必要という趣旨のご意見をいただいていると

ころでございます。 

 金融当局といたしましては、民営化法上認可した業務につきましても、その業務運営態勢の

整備状況について引き続き注視していきたいと考えております。具体的には、態勢整備が確認

できたものについて業務開始を認めることとし、業務運営態勢の整備計画はあるものの、業務

開始をするための態勢がいまだ整備されるまでには至っていない業務については、今後態勢整

備の状況を確認した後で、順次業務開始を認めていくこととしたいと考えております。 

 今回、態勢整備が確認できたため、認可直後からの業務開始を認めた業務として、ゆうちょ

銀行の場合は、株式の売買、金利スワップ取引など、かんぽ生命保険の場合は、信託受益権の

売買などがございます。 

 業務遂行能力・業務運営態勢の確認につきましては、今までの貴委員会のご議論の中でも

度々論点として挙がっていると認識しております。当局としても、日々の検査・監督の中でき
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ちんとフォローアップしていきたいと考えております。また、必要に応じて、貴委員会にも今

後ご報告をさせていただきたいと考えております。 

 新規業務の認可プロセスについては、今回が初めてでございますけれども、今後も続いてい

くものでございます。今後も委員の皆様方のご指導をよろしくお願いしたいと思います。 

 以上でございます。 

○田中委員長 ありがとうございました。 

 ただいまのご報告につきまして、質疑等をいたします。 

 どうぞ。 

○冨山委員 今の一部の業務の話なんですが、態勢不十分という議論だったんですけれども、

具体的にはどのようなポイントが引っかかっていたんでしょうか。 

○神崎郵便貯金・保険監督参事官 これらの業務につきましては、ゆうちょ銀行・かんぽ生命

保険においても業務開始を予定しているのが２年以上先であり、現時点ではまだ具体的な態勢

整備計画がないということでございましたので、今回は認可いたしませんでした。今後、具体

的な態勢整備計画ができた時点で再度認可申請があれば、審査をした上で認可の是非を判断す

ることになります。 

○冨山委員 人員態勢なんかもまだ。 

○神崎郵便貯金・保険監督参事官 現時点では、まだ整備されていないということでございま

す。 

○冨山委員 裏返して言うと、ほかの金利スワップとかリバースレポなんかは、それをやるべ

きちゃんと経験を持っている人材とかも整っているというふうなことなんでしょうか。 

○神崎郵便貯金・保険監督参事官 民間の実務経験者の中途採用や、旧公社時代からの職員に

対する研修の実施という形で既に要員の確保を行っている、もしくはそれに向けた具体的な態

勢整備計画があることから、今回これらの業務については問題ないと判断いたしました。 

○冨山委員 それはある意味では、実際にフロント業務をやるところもそうですけれども、レ

ポーティングとかモニタリングとかファイリングとかドキュメンテーションとか、それも全部

含めてというふうに理解しておいてよろしいわけですね。 

○神崎郵便貯金・保険監督参事官 フロント部門、ミドル部門、バック部門のそれぞれについ

て確認しております。 

○辻山委員 今の件と関係しますが、２社から認可申請をするに当たって、今回認可を受けら

れなかった２つの業務、それについて２社の方は態勢が整っているという認識だったんですか、
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それともそのズレがあったんでしょうか。 

○神崎郵便貯金・保険監督参事官 今回認可申請のあった業務については、やや時間的に幅の

ある業務でございますので、中には既に態勢整備がなされている業務もございますし、将来態

勢整備を行う計画をしている業務もございます。 

 当局としては、業務の特性なども勘案して、リスク管理などについて問題がないかという観

点から審査した結果、クレジットデリバティブ取引及び商品デリバティブ取引については、従

来二社とも経験のない業務であり、かつリスクの高い業務でありますので、結論としては将来

具体的な態勢整備計画が策定されてからもう一度審査した方が適当ではないかと考えたところ

でございます。 

○冨山委員 これは認可ごとなので、結論的にはデジタルでイエスかノーかなんだと思うんで

すが、認可はしますけれども、逆に監督当局の視点からすると、こういうところはやはりちゃ

んとした方がいいのではなかろうかとか、あるいは民営化委員会としてもこういうところはず

っと気にしておいた方がいいのではないかとか、そういう点は何かございましたでしょうか。 

○神崎郵便貯金・保険監督参事官 今回、認可に際しては民営化法上の基準を踏まえて審査を

行ったところでございますが、ゆうちょ銀行につきましては、民営化法上、銀行法に基づく承

認も必要とされていることから、さらに業務の態勢などを精査した上で、直ちに業務を行う態

勢が整っているもののみを承認し業務開始することを認めたところでございます。 

 それ以外の業務につきましては、今後もその態勢整備についてフォローアップをし、態勢整

備ができた時点でもう一度確認して承認するという形で、段階的に業務開始を認めていくとい

うことを監督上の枠組みで行っていくことを考えております。 

 また、認可・承認した業務につきましても、実績などの報告を求め、問題がないかどうかモ

ニターしてまいりたいと考えております。 

○冨山委員 それこそ信託受益権というとサブプライムローンの世界が入ってくるので、新聞

とかを見てもそうです、世界の超一流の投資銀行でも自分の持っているものの評価で苦しんで

いるみたいなので、やっぱりリスク管理はそう簡単じゃないんだなというのを改めてちょっと

感じているところがあるものですから。 

○神崎郵便貯金・保険監督参事官 ゆうちょ銀行が認可申請してきた業務の中でも、さらに具

体的にどのような業務を行いたいと考えているかについても、今回詳細にヒアリングをいたし

ました。現在のところ、ゆうちょ銀行も、サブプライムローン関連商品のようなリスクの高い

取引を行うという計画は持っていないということでございます。 
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○冨山委員 あれもリスクは低いと思っていたんですよね。 

○神崎郵便貯金・保険監督参事官 そのような意味では、やはり的確なリスク管理態勢が整備

されていることがまず第１であると考えておりますし、このような観点からは、認可した業務

の中でもリスクの低いものから始めていくことが望ましいと考えております。こういった点に

ついては当局が具体的に指示するというより、基本的には監督上の枠組みで事後的にモニター

することによって、リスク管理態勢に問題がないか特に留意し監督してまいりたいと考えてお

ります。 

○田中委員長 それでは、よろしいでしょうか。 

 どうも本日はありがとうございました。 

 続きまして、議題２です。郵便事業株式会社の新規業務の認可申請についてです。 

 最初に、12月10日を締切としてホームページにおいて実施した意見募集により寄せられた意

見につきまして、事務局から紹介をお願いします。 

○田尻事務局参事官 お手元の資料２－１をご覧いただきたいと思います。 

 ご審議いただいております郵便事業株式会社の新規業務、広告業務及びそれに附帯する業務

の認可申請に関します意見募集を、11月19日から12月10日までホームページ上で行いました。

その結果、個人の方２名から意見をいただきました。意見そのものにつきましては、委員の皆

様方にお送りしておりますので、ここでは概要のみをご紹介させていただきたいと思います。

提出順にご紹介します。 

 最初に提出していただいた個人からは、認可申請された新規業務はよい案である、訴求力の

高いダイレクトメールとするには、消費者が求めているものを把握することが必要で、そのた

めのアンケートでは質問をよく考えることが必要である、というご意見をいただいております。 

 それから、２番目の個人の方からは、企業のダイレクトメール封筒への洞爺湖サミット等に

関する広告を政府から受注し、それにより料金を割引し、企業に営業をかけてはどうか、との

ご意見をいただいております。 

 以上でございます。 

○田中委員長 どうもありがとうございました。 

 委員の皆さん、何かコメントございますか。 

○冨山委員 いいんじゃないでしょうか。 

○田中委員長 この個人の方は郵便業務が民営化後も発展することを切に願っておられるから、

こういうエールを送っていただいているんですかね。事務局ではどう解釈されましたか。 
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○田尻事務局参事官 いただいたご意見のうち、例えば最初の意見を提出していただいた方か

らは、ＪＰ、日本郵政株式会社の誕生おめでとうございます、時の内閣総理大臣小泉純一郎さ

んを始め関係者の皆様、長い間よく頑張りました、といった応援のお言葉をいただいていると

ころでございます。 

○田中委員長 それでは、どうもありがとうございました。 

 次に、本件認可申請の審査状況について、総務省からご説明をいただきたいと思います。 

 本日は総務省郵政行政局から後藤郵便課長においでいただいております。 

 それでは、本件の認可申請の審査状況についてお願いいたします。 

○後藤郵便課長 ご紹介いただきました総務省の郵便課長をしております後藤でございます。

それでは、ご説明させていただきます。 

 本件業務は郵便事業会社が郵便事業会社法第３条第３項に基づいて民営化後初めて申請して

きている業務でございまして、内容につきましてはこれまで委員の先生方、ご案内だと思いま

すので、ここでご説明することは省略させていただきますが、要するに個人の方々、見込み客

の方々のデータベースをアンケート調査することによって作って、その人たちに対する効果的

なダイレクトメールの企画開発、販売、提案というものをしていこうというような業務でござ

います。 

 この第３条第３項の業務は、先ほど申し上げましたように、民営化後初めて認可申請が上が

ってきているものでありますけれども、実は９月に認可しております承継計画の中で、この第

３条第３項に相当する業務ということで、いわゆるロジスティクス業務、一般の企業の物流業

務を一括して受注して提案して、代行していくというか実施していく、そういう業務について

も長期計画の中で認可しているところでございます。 

 この第３条第３項の業務と申しますのは、多種多様な業務を民営化の趣旨に基づいて経営の

自由度を発揮してもらって、いろいろなアライアンスみたいなものも含めて出てくることを期

待しているものでありまして、多種多様な業務を俯瞰して審査の基準というものをあらかじめ

設けていくというのはなかなか難しい面もございますけれども、少なくとも先ほど申し上げま

したロジスティクスの業務と、今回出てきますダイレクトメールの企画、提案といったような

ものに関する、これらの少なくとも包括的な審査の基準、考え方というものをご説明させてい

ただきたいと思います。 

 紙では簡単に書いてございますけれども、資料で出してございますけれども、法律で求めら

れているのは、郵便事業株式会社法に基づきまして、本来の業務であるところの第３条第１項、
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第２項、要するに郵便本来の業務、それに附帯する業務に支障のない範囲であるかどうかとい

うこと、民営化法第77条におきまして、同種の業務を営む事業者の利益を不当に害することが

ないかという、その２点でございます。 

 もちろん特殊会社が行う業務でありますから、無限定に何でもできるということではないと

思いますし、また大前提としまして、郵便事業株式会社法の目的、会社の目的を害するような

ものでないということは前提になるんだろうと思います。言い換えますと、郵便事業株式会社

の目的を達成するために必要であるか、あるいはその目的に資するものであるか、さらには目

的には直接関わらないものであっても、会社の経営資源を有効に活用して行えるようなもので

あるのかというようなこと、あるいは郵便事業株式会社法の、これはネガティブチェックであ

りますが、社会的信頼を損なうようなものではないのかといようなことはチェックをしていき

たいと考えます。 

 それから、２点目、紙で１点目ですけれども、本来の業務に支障のない範囲内であるかどう

かということにつきましては、収支の面での影響はどんなものであるか、あるいは投資資金計

画としてどうなのか、そういったものが本来業務のサービス水準を低下することなく継続的に

実施可能なものなのかどうかということを審査することが必要であろうと考えております。ま

た、そうした財政的、金銭的なもの以外にも、組織や要員の面で手当てすることが仮にあった

とした場合に、それが本来業務に対してどのような影響を与えるかということについて審査す

る必要があると考えます。 

 ３点目ですけれども、紙で２点目になりますけれども、同種の業務を営む事業者の利益を不

当に害さないという配慮義務につきましては、端的に申し上げれば、１つには市場占有率が不

当に大きなものとなっているのかどうか、そういう見込みを作っているのかどうかということ

と、それから郵便事業株式会社がご案内のとおり日本郵政公社から引き継いだ経営資源を活用

して業務を営むということになりますから、新規業務を営むに対して、既に市場がある場合に、

対等な競争者との条件を確保するということ、さらには独占的な業務を行っている会社である

ということで、不当廉売、抱き合わせ販売等々の不当な経営資源の活用であるとかビジネスモ

デルがないかというようなチェックをしていく必要があると考えております。 

 その上で、現在どのような審査を行っているかについて、ご説明を簡単にさせていただきた

いと思います。 

 まず、１点目の目的を害するかどうかということにつきましては、これは郵便等の利用の拡

大というものを企図したものでございまして、それによって郵便事業株式会社の目的に資する
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ものとなると考えられるところでございます。 

 それから、本来業務への影響という点でいきますと、収支面では申請書類によりますと設立

後４年で単年度黒字、６年目で累損解消というような見込みでありまして、比較的健全な計画

を立てているんだろうと思います。 

 また、投資的、資金的な面でいきますと、平成19年度、これも既に認可している平成19年の

事業計画において措置されている金額の中で、2.5億円の収支というものを計画しているとい

うことでございまして、無理のないものになっていると考えられるところでございます。 

 さらに、要員や組織の点でいきますと、社員や役員の派遣の状態につきましても、役員で５

名、社員で６名ということを予定しているということでありまして、本来の郵便の業務の遂行

に支障を及ぼすような規模のものではないと考えております。 

 それから、最後に３点目ですけれども、市場の規模につきましては、会社からの資料等によ

りましても、必ずしも関係する市場の大きさというものに関して、正確なといいますか、信頼

に足るようなものというのがなかなか見い出せない中で、推計をしている資料を基にして説明

を受けているわけでありますけれども、その説明によりますれば、この関連市場の規模の

9,000億円程度というものの中で新会社の売上高というのは当初9.2億円程度ですから、非常に

わずかなシェアを期待しているに過ぎないと。平成23年度におきましても、引き続きわずかな

シェアを見込んでいるということでありまして、同業の事業者に対する影響というのはそれほ

ど大きなものとは言えないだろうというふうに考えているところでございます。 

 また、郵便事業株式会社が新会社の営業活動に対して不当に経営資源を供与する等の支援は

行わないということを言っておりますし、また不当廉売等のことは行わない、同一の条件で郵

便なりのサービスの提供を受けるというようなことでございますので、この点でも同種の業務

を営む事業者の利益については配慮がなされていると、不当に害さないということについて一

応の配慮がなされているというふうに考えているところでございます。 

 簡単に申し上げましたが、以上から、現在の時点でこの業務につきましては認可することが

適当ではないかと考えているところでございますけれども、ただし、この業務の性格上と言い

ますか、この業務の構造で、個人の方々に広くアンケート調査をして個人のパーミッションを

得るというふうに言っておりますけれども、データベースをもとにした事業をするということ

でありまして、個人情報保護法はもとより、個人情報の適正な取扱いについて、郵便事業者を

含めた関係者に対して十分な配慮を求めていきたいと考えております。また、特に郵便業務に

関しましては、過去から長年にわたって国営の時代を通じて、膨大な配達情報であるとか、転
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居情報であるとか、世帯内の情報というものを個人情報として形成し、保有しているという状

況にございますので、こういった新しい業務を関係会社が行うことによりまして、国民利用者

の不信とか不安を招くことのないように、十分な対応を求めていきたいというふうに考えてい

るところでございます。 

 以上、簡単でございますけれども、総務省の方の審査の状況につきましてご説明申し上げま

した。 

○田中委員長 どうもありがとうございました。 

 それでは、ただいまのご説明について質疑があればお願いいたします。 

○冨山委員 先程の上の方の認可の方の要件の中の、目的内業務との遂行の関係だったでしょ

うか、例えば広告を載せますよね。その時に、ちょっとこういう広告はまずいんじゃないのみ

たいなのは、やっぱり何かある程度スクリーニングをかけるようなことを期待するわけですか、

会社に対して。 

 いろいろな広告がありますよね、割と品のいい広告から、ちょっとこれはどうかなみたいな

きわどいのまであるじゃないですか。あと、主体も、私は余り産業差別するのは好きじゃない

ので余り言いたくないんですけれども、この業者どうかなとかいうのが、そういうのは自主的

に規制するんですかね。 

○後藤郵便課長 先ほど申し上げましたチェックする基準というか視点ということで、この会

社の目的云々というふうに申しましたのは、この業務に直接関わらない、全く新しく業務を行

うという場合に、極端な話、反社会性のあるものであるとか、日本の国策からはみだしている

ところだというようなものも含まれ得るのかな。そういったものについてはスクリーニングを

する必要が、会社がそういうことを言ってくるとは正直思っておりませんけれども、一つの前

提条件としてあるのかなと。 

 この広告主に関しては、ただ先ほど申し上げましたように、結果としてそれが個人の方々に

最初からミッションがあるという話でありますけれども、個人の方々に、あるいは世帯の方々

に対して与える影響というようなものも十分配慮してもらいたいなというふうには考えており

ますけれども、認可の条件とかそういうことを考えているわけではございません。 

○田中委員長 今後、郵便事業株式会社が自ら判断して長期にわたってこうした業務を遂行す

る上で、国民、ユーザーの理解を得つつ業務を拡大するに、これは資するかどうかを自主的に

判断できる機能を身に付けていくと、だからそれは見守ってくださいと、こういうことなんで

しょうかね。そういうことなんだよね、多分。 
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○辻山委員 今回出資金が比較的それほど巨額じゃないという、2.5億円というお話なんです

けれども、先ほど目的内業務の遂行に支障がないことということで、特に重要なことで収支が

圧迫要因にならないかということだったんですが、額は小さいとはいえ、一応４年度目に単年

度黒字、それから６年目に累損解消、その辺は進行に照らして事後的な検証ができるわけです

よね、今の見込みに対して。その事後的な検証で、これはかなり額が大きい場合は直ちに軌道

修正というんですかね、そういうのをしていかなければならないと思うんですけれども、その

辺のチェックというか、モニタリングはどのように行う予定ですか。 

○後藤郵便課長 基本的には、財務諸表に関しては、連結したものに関しても単に届出を受け

るだけになっておりますが、毎年度事業計画の段階で、こういった関係会社、子会社の業務の

展開を含めて、かなり子細な話を聞くことにしておりますので、その中で当然ながら前年度実

績見込みというものに基づいた事業計画を出してくると思いますので、そのヒアリングの中で

いろいろなかつて認可したときの条件との違い、状況との違いというものに関しては明らかに

していきたいと思っていますし、必要であれば認可の際に何らかの条件をつけるとか、あるい

は修正をするべきではないかという意見を事前の段階で会社に対して申し上げるということは

考えられると思います。 

○田中委員長 それでは、よろしいでしょうか。 

 どうもありがとうございました。 

 続きまして、本件認可申請について事務局に私の方から指示をいたしまして、委員会におけ

る議論をもとに論点整理をしてもらいました。事務局から説明を受けたいと思います。 

○田尻事務局参事官 資料２－３にご指示を受けまして論点を整理してございます。読み上げ

させていただきたいと思います。 

 

郵便事業株式会社の新規業務（広告業務及びこれに附帯する業務） 

に関する委員会の論点整理（案） 

 １ 基本的な考え方 

 ・事業多角化を通じた収益増強 

 ２ 申請に係る業務の認可に関する考え方 

 （１）業務認可の要件 

 ・目的内業務（郵便の業務等）の遂行に支障がないこと 

 ・同種の業務を営む事業者の利益を不当に害さないこと 
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 （２）業務を実施する場合の留意事項 

 ・個人情報の取扱い 

 ・出資金の毀損のおそれ 

 （３）その他 

 

 以上でございます。よろしくお願いいたします。 

○田中委員長 これは初めてのケースですので、少しずつ皆様方のコメントを改めていただい

て、論点整理としたいと思います。 

 まず、第１の「基本的な考え方」についてでありますが、この郵便事業株式会社の新規業務、

最初に広告業務及びこれに附帯する業務が出たわけですが、基本的な考え方でこの際述べてお

きたいということがございましたら、委員の皆様方からいただこうと思います。 

 私の知る限り、これは結構民間事業者でＤＭを使いたい、だからそれにふさわしい柔軟性の

ある仕組みをとってくれれば利用したいという事業者は結構多いんですよね。今までは必ずし

も十分なレスポンスが得られなかったとか、新規業務についてどうなるのか、委員会との関係

でどうなるのかわからないという躊躇が現場にあったという説まであるので、私はどうしてそ

んな躊躇があるのかなと言って私的にはコメントしたことがあるんですが、これはもっと郵便

事業を巻き込みながら事業展開されたいところがあるので、ひょっとしたら広がるかもしれな

いような気もしているんですが、どうですかね。 

○飯泉委員 前回の議論で、やはりＤＭの市場というのは余り日本では開拓されていないとい

うお話がありましたので、今委員長がおっしゃるようにこれから成長する可能性を秘めている

と。ただやるだけではなくて、当然マトリックス的に分析をするとか、顧客のいろいろな階層、

このあたりも郵便事業のノウハウを活用して分析をしていくと。今まで日本にない分野であり

ますので、恐らく大きな市場に発展する可能性があると思います。 

 そこで民営化委員会として、先程冨山委員からもお話があったように、ある程度の公共性で

すとか、場合によっては公序良俗に反するようなことが出てくるとは思えないんですが、例え

ば一時期はサラ金のいろいろな広告を規制するとかいうのもあったわけですので、そのあたり

をどう考えるかというメルクマールは持っておいた方がいいのかなと。やはりそこは会社に任

せるというのか、やはりある一定の部分で公共性を担保する必要があるのか、あるいは大いに

やれというのか、そこは基本的な考え方の中にもう１本どちらかを入れるべきかなと。確かに

増強、これはもう大きな目的の一つなんですが、そこをどうするかというのが一つあるかと思
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うんです。 

○田中委員長 今ＧＭＳという業界がなかなか売上が立たない、あるいは消費者を具体的につ

かむのが難しいという、一般論としてはそういうことがあるのですが、例えば彼らの話を聞く

機会があったんですが、彼らが言っているのは、もし郵便局がものすごく的確に機動的にレス

ポンスしていただければ、例えば水曜日から特定の商品について安売りをするというのが、火

曜日の午後に着くように配ってくれれば非常にいいと。そういう対応が特定の地域において可

能だというある程度の確度があれば、そういう業務をお願いしたいと。それは自分たちとして

は試してみたいツールであるというような、例えばそういうようなことを言う事業者もいます

ので、あとはこの事業体がそういう顧客との間で話し合って、それに対応した的確な対応シス

テムがとれるかどうかという話になるのかなというふうに思って聞いたことがあるんですが。 

○冨山委員 今は折り込みになっているんですよね。折り込みのところが競合になるんでしょ

うね、きっとね。折り込みは伸びていますものね、広告の中では。 

○田中委員長 水曜日から安売りをするのが月曜日に届いちゃ、火曜日が売上が立たなくなる

のでそれは困るというようなことを言っておられたので、なるほど、それはそういうことなの

かなと。 

 郵便事業株式会社は、当然現場でそういう対応能力を構築すべく、パートの方々の確保等も

含めて対応されるんでしょうね。それは改めて聞くべきことなんですかね。ただ単に業務とし

て認可しますと言われて、それを使いこなしてどうするかというのを、どこかの段階で我々と

しては聞く必要があるのかな。 

○冨山委員 その問題に限らず、前回も議論に出ておりましたけれども、こういうのは、ちょ

っと言い方が悪いんですけれども、１つ間違えると割と何だかなという人が両方から出てきて、

何だかなという感じの事業運営になっちゃう場合があるんですよね。新規事業は割と極端にな

りやすくて、本当に戦略的に優秀な人が集まって、そこですごく挑戦的なことをやって伸びて

いくというパターンと、何だかなという人が相手の某広告代理店からも出てきちゃって、何だ

かな何だかなで何だかなという感じで、さえない感じになってくる場合と、割と２つ色彩が一

般的にきれいに分かれるので。そういう意味でいうと、せっかく可能性がある分野なんですか

ら、そうじゃない、やっぱりこれは本当にやる人次第だと思うんですよ。委員長が言われたよ

うなことができるか……。 

○田中委員長 民営化したかつての郵政事業が生き生きしてきたなというような、やっぱり何

か欲しいんだよね、利用者もね。そういうのでは、割かしこの話は筋が悪くないかなとは思っ

－   － 12 



てはいるんですけれどもね。 

○冨山委員 さっきの飯泉委員の議論に戻りますけれども、例えばテレビ局であれば放送コー

ドがありますよね、広告について。そういったものは、先程委員長が言われたように、やっぱ

り彼らなりの自主スタンダードみたいなものを作ってもらっていくというのはあっていいよう

な気がしますね、この留意事項といいましょうか。 

○飯泉委員 難しいんですよね。 

○冨山委員 レギュレーションで課すのは、やっぱり何となく日本の立憲主義思想からすると

変な、できればやっぱり自主規制で。 

○辻山委員 その辺は今の論点整理で出していただいた場合の「業務を実施する場合の留意事

項」に入るのではなく、「基本的な考え方」でということなんでしょうか。 

○田中委員長 民営化した郵便業務は一体どこに挑戦できるのかという、それは許されるかと

いうことと、能力的にすぐ何ができるかということがあると思うんですが、どこかでやっぱり

土俵を見つけて新しい試みをやってもらわなければ困るので、それをこの「業務多角化を通じ

た収益増強」、そうなんだと思うんだけれども。ただ、別にご祝儀ということではなくて、や

っぱり期待はあるわけだから、民営化して機動的に民間事業者と話し合って、私どもならここ

までできますと、どうぞお使いくださいという感じがどこまで出てくるかというのは期待して

いるんだと思うんですね、事業者は、他のユーザーは。 

 だから、そこのところに対応、だからここの業務体制はどうなっていますかというのは、詳

細をはっきりしてくださいということについて業務体制を概観で判断することはできないので、

しかしそれは経営者の役割ですから経営者が、委員会もそういう事業多角化を通じた収益増強

については基本的に肯定的な考え方を表明しているんだから、ここは一度技を見せようという

形で経営者に頑張ってもらうということなんだと思うんですけれどもね。 

○飯泉委員 恐らく新しい業務をやっていくときに、郵便の分と先ほどの金融とか保険とちょ

っと違っていて、必ず保険とか貯金の場合にはすぐにぶつかるんですよね。ところが、今委員

長がおっしゃるように、ここの世界は確かに例えば新聞の折り込みチラシとか、これとはぶつ

かる部分はあるんですが、使う側あるいは顧客側ともにかなり新しい分野でもあるということ

ですから、そういった規制のない、また全然手あかのついていない分野については、積極的に

チャレンジしたらどうだという後押しをしてあげると。 

 ただ、その時にある程度の規制を言っておかないと、またそこを突かれるとまずいものがあ

りますので、そうした枠、先ほどの企業倫理的な部分、これがあればあとはもうおっしゃるよ
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うにどんどん行けと、やってみろと。ただ、下にあるような基本のところは注意をしなさいと

いうのがいいのかなと思います。 

○田中委員長 それでは、逐条ということもないんですが、２の「申請に係る業務の認可に関

する考え方」、そのうちの「(１)業務認可の要件」。ここでは２つ挙げていただいていますが、

これについてはどうでしょうか。改めて何か付言することはありますでしょうか。 

 一応この２つについてはこれまでに既に委員の皆様方にご発言を得たものが事務局で整理さ

れていますので、これ以上追加がなければこれでもいいんですが。 

○冨山委員 全く一緒。余り違っているとうまくないので。結構かと思います。 

○田中委員長 よろしいですかね。それでは、その次の「（２）業務を実施する場合の留意事

項」ですが。 

○冨山委員 これは先ほどのポイントを入れるかどうかですね。広告倫理基準というか。 

○田中委員長 倫理ね。 

○飯泉委員 辻山委員が先程おっしゃったように、基本的な考えに入れるか、ここに入れるか

というだけのものですね。 

○冨山委員 普通は作りますけれどもね、広告代理店業をやるんであればね、普通の会社は。 

○飯泉委員 内規みたいなものをですか。 

○冨山委員 作ります。テレビ局なんて時間帯によって広告を決めていますよね。この時間帯

はこの広告を流すけれども、この時間は流さないとか。 

○飯泉委員 子供たちが見るか見ないかとか。 

○野村委員 これは個人情報の取扱いの中に入ってしまうのかもしれないんですけれども、私

はこのビジネスがちょっとよくわかっていないのかもしれないんですが、ＤＭを出しますとい

うことでアンケート調査をして、ＤＭでそのためにかなり情報をとりますよね。その方の嗜好

であるとか、どういうものを購入する意欲を持っているかというようなことが伺えるような情

報をとるわけですけれども、その情報をＤＭにだけ使ってもらうということになるんですかね。 

 例えば、それを業者にそのまま丸ごと渡してしまいますと、そのお宅に戸別訪問で物を売り

に行くというような時にも、効果的なセールスの道具に使えるわけなんですが、そういうこと

というのはあり得るんでしょうか。これはもうＤＭだけに使うことになるんですかね。 

 つまりアンケート調査の利用の仕方というのは非常に汎用性のあるものなので、手段として

アンケート調査をやって得た情報というのが、ＤＭにだけ限定されるかどうかというのはよく

わからないんですが、そういう限定をする必要はないという考え方なんでしょうか。 
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○田中委員長 これは従来郵便局勤務をされていた方々の感覚とどれだけ連続的なのか、どこ

で不連続なのかというのを一度我々はヒアリングした方がいいかと思うんですが、少なくとも

国家公務員の時代は、職場の責任者は配達する人に対してじろじろ見たりするなと、余分な個

人情報というか、プライバシーにかかわる話にいかにも関心ありげにきょろきょろしちゃいけ

ないという注意を配達する人たちにしていたという人もいるんですよ、それが我々の節度だと。 

 ですから、家族構成とか、最近金回りがいいとか悪いとか、何となくわかるような面もある

んだけれども、それをじろじろ見るというようなことはするなと。それは我々が国家公務員だ

からというふうに言っていたと聞いていますけれども、そのこととこの野村さんが言われたこ

の話というのは、どういうふうに連続するのかしないのか。例えば、金回り１つだって、これ

までよかったけれども、ここのところ悪そうだなとか、例えばそういう話というのは。 

○野村委員 アンケート以外の方法でも得られる、そういうことはあるのかもしれませんが、

仮にアンケートだけに限定したとしても、アンケートは一応出しますと、その中にダイレクト

メールを出すのに利用することですということを前提にアンケート調査をとるわけなんですけ

れども、その情報を例えば業者に丸ごと売ってしまうんですかね。それとも、それは自分のと

ころにとどめておくんですか。 

○田中委員長 私が理解する限り、例えばユーザー側からこういう形でＤＭを打ちたい、こう

いう要件を備えたところに打ちたいといったときに、効率的に打てるように、それだったら私

どものデータベースに従って。 

○冨山委員 そういう性格のものとして使いますという趣旨で了解を得るようなことをこの前

説明していましたよね。ということは、ある意味で売るわけですけれども、一応売られること

をユーザーは了解している建前になっているんですが、ユーザーがその説明をちゃんと理解で

きるかどうかというのは、ちょっと疑問がありますね。 

○野村委員 ただ、住所、氏名がわかってしまいますよね、ＤＭで出したところは全部一覧が

来ますから。そうしたら、ＤＭを出した後に商品を持ってみんなでそこをローラーをかけて。 

○冨山委員 だから、それはユーザーにそのデータベースを渡すのか、あくまでもその情報は

郵政側で持っていて郵政が出すのか、そこはまだちょっとはっきりさせていなかったですね、

この前。 

○野村委員 ちょっとわからないですね。 

 もし、どこに出したのかということは業者に言わないのであれば、それは個人情報がある程

度確保できるということでしたけれども、こういうところにＤＭを出しましたというふうに言
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って一覧表のようなものを渡してしまうと、だったら今度はそれはＤＭが終わった後に、お前

ら商品を持ってこの家とこの家を全部戸別訪問しろというふうに業者が言うと、そこまでは了

解していないぞという話が出てくる可能性があるので、ちょっとそういうところのビジネスの

つながり具合というんですかね、このアンケートの利用の仕方とかというのは、もうちょっと

聞いた方がいいのかなという感じがしますね。 

○田中委員長 それでは、この事務局で分類していただいた３の「その他」のところで、これ

からの業務についてどういう、我々にとってのフォローアップ、だからどういう形でそれが…

…。 

○野村委員 ビジネスモデルをもうちょっと。 

○田中委員長 野村委員が言われたように、それはどういうふうに利用するという原則を立て

たんですかというようなことをお尋ねすることは当然あるということですね。この「その他」

のところでフォローアップ……。 

○木下事務局長 まず、このタイミングで会社の方針を聞いてみます。 

○冨山委員 まだそのオペレーションはちゃんと固まっていない雰囲気もこの前あったので。 

○木下事務局長 余りいい加減なことを申し上げるべきではありませんが、端から全部データ

ベースをあげちゃうというのはちょっと普通の会社の常識としてはないんだろうと思います。

今まで聞いている範囲内だったらやっぱり自分のところで持っていてということだと思います

けれども、ご議論があったということを向こうに言いまして、確認をして、ご報告いたします。 

○田中委員長 次回何らかの形でフォローアップさせていただきます。 

○野村委員 保有の意味なんですけれども、保有はもちろんいいんですが、出したところが、

例えばこういうところに出しましたとリストアップして渡されてしまうと、実質上情報を渡し

たと同じことになるので、かといってどこに出したんですかということがわからないで商売が

できるのかというのもよくわからないので、その辺を詰めて聞いていただきたい。 

○冨山委員 調査会社を使ってリサーチをかけるというと、そういうやり方になりますよ、教

えてくれないですよ。 

○野村委員 教えてくれないですよね。 

○冨山委員 我々がコンサルタントの立場で、たとえば社会調査研究所みたいなところを使っ

てやると、あれは渡してくれないですよ。 

○野村委員 そのやり方を貫くのかどうかというのは、ビジネスモデルと合っているのかどう

かがちょっとわかりませんので。 
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○田中委員長 1,500先に送達いたしましたと。 

○冨山委員 ちゃんとスペックだけ教えてくれて。 

○田中委員長 それだけで請求書が来るということですよね。 

○冨山委員 本当にやっているかどうかというのは、もう信頼ベースでやるしかない。 

○野村委員 そういうことなんですね。わかりました。 

○田中委員長 どこかの段階で、またこの業務の実態について委員会としてもフォローアップ

したいと思います。 

 それでは、この本件の認可申請についてはただ今の議論を踏まえまして、今後委員会として

の意見の取りまとめを行ってまいりたいと思います。 

 それでは、次に議題３に入ります。 

 株式会社ゆうちょ銀行及び株式会社かんぽ生命保険の新規業務の認可申請についてです。 

 株式会社ゆうちょ銀行及び株式会社かんぽ生命保険による他社商品仲介、既存商品・サービ

スの見直しに関しては、11月５日の郵政民営化委員会第32回会合において、準備状況について

ヒアリングを行ったところです。11月26日に、金融二社から金融庁長官及び総務大臣に対し新

規業務の認可申請がなされました。これを受け、両省庁から郵政民営化委員会に対し意見を求

められております。まず、この認可申請の内容につきましてご説明をいただきたいと思います。 

 本日は日本郵政株式会社から米澤専務執行役、株式会社ゆうちょ銀行から同じく米澤執行役

副社長、高橋常務執行役及び宇野常務執行役、株式会社かんぽ生命保険から杉本専務執行役及

び南方常務執行役においでいただいております。 

 それでは、ご説明をよろしくお願いします。 

○米澤専務執行役 まず、冒頭でございますけれども、昨日総務省、金融庁から、資金運用対

象の拡大につきまして認可を頂いたところでございます。これまでの間の委員会のご指導、ご

鞭撻に深く御礼を申し上げますとともに、引き続きのご指導、ご鞭撻をよろしくお願いしたい

と存じます。 

 それでは、資料３－１と押されている横長のこちらのこの資料でございます。こちらをご覧

いただきたいと思います。３分冊になっているかと思いますが、横長のものと報道発表の資料

がゆうちょの分とかんぽの分でそれぞれございます。今日は時間の関係もございますので、横

長の資料でご説明申し上げたいと存じます。 

 １ページ目をご覧いただきたいと存じます。 

 本日は、去る11月26日に認可申請いたしました新規業務についてご説明申し上げます。主な
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内容につきましては、11月５日にご説明したものと重複いたしますので、ポイントを絞ってご

説明したいと考えております。 

 まず、今回の認可申請業務についてでございます。株式上場に向けた企業価値向上を図る観

点から、民営化後速やかな実施を要望している新規業務のうち、他社商品仲介、既存商品・サ

ービスの見直しに係る業務につき認可申請を実施いたしました。 

 その考え方といたしましては、既存業務との親和性の強い領域からの展開であり、業務取扱

いや内部管理面での態勢整備が短期間で可能であるということ、また他社商品の仲介業務に関

しては、貸出や保険引受などのリスクを伴わないということを勘案いたしまして、このような

業務について認可申請を行ったところでございます。 

 具体的な認可申請業務につきましては、その下に書いてございます。 

 ゆうちょ銀行については３つでございます。クレジットカード業務ということで、クレジッ

トカード業務及びこれに附帯する業務、またクレジットカードを利用したクレジットカード会

員向け貸付け及びこれに附帯する業務。２番目が、変額個人年金保険等生命保険募集業務とい

うことで生命保険の募集と、それから有価証券の私募の取扱い、これは生命保険会社が運用の

ために取得する投資信託の取扱いに限るものでございます。また、住宅ローン等の代理業務に

つきましては、他の銀行の業務の媒介をしたいというふうに考えております。内容といたしま

しては、住宅ローン、カードローン、目的別ローンに限るということにしております。 

 かんぽ生命保険につきましては２点でございます。法人向け商品の受託販売ということで、

長期平準定期保険等を予定しております。これにつきましては、他の保険会社の業務の代理、

または事務の代行を行うというものでございます。また、入院特約の見直しにつきましては、

新たな保険の引受を行いたいというふうに考えているところでございます。 

 次のページをご覧いただきたいと存じます。 

 業務展開についてでございます。株式の上場に向けまして、新規業務に関しましても一定の

実績の確保が必要だというふうに考えておりますので、早期の業務開始を希望しているところ

でございます。また、各業務の態勢整備の状況を踏まえつつ、必要に応じて段階的な展開を予

定しているところでございます。クレジットカード業務につきましては、直営店については

2008年１月、代理店については2008年３月の開始を希望しております。若干ずらしております

のは、代理店は郵便局でございますので郵便局は年末年始大変繁忙期でございますので、ここ

にぶつけないという趣旨でございます。 

 業務展開の仕方といたしましては、既に共用カードとしてゆうちょの顧客基盤を活用したサ
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ービスを提供したいということでございます。共用カードの実績といたしまして、約600万枚

の共用カードを出しているところでございます。また、各種業務の委託先候補として、銀行系

カード会社２社を選定済みでございます。 

また、変額個人年金等生命保険業務につきましては、2008年５月の業務開始を希望しており

ます。まず、直営店82店で開始いたしまして、１年以内を目途に全直営店に拡大したいと考え

ているところでございます。商品供給会社候補といたしまして、内外の生命保険会社４社を選

定済みでございます。 

 次に、住宅ローン等の代理業務については、2008年の中頃を考えております。参入時点での

取引拠点は、三大都市圏の直営店50店程度に限定をして始めたいと考えております。提携金融

機関候補として、地方銀行を選定しているところでございます。 

 かんぽ生命保険につきましては、法人向け商品の受託販売ということで、業務開始希望時期

として2008年６月を考えております。全直営店81支店で取り扱うことといたしまして、商品供

給会社候補として、内外の生命保険会社８社を選定済みでございます。また、入院特約の見直

しにつきましては、2008年７月から全直営店及び代理店で取扱いを行いたいと考えております。 

 次に、顧客への説明態勢等についてでございます。 

 まず、ゆうちょ銀行につきましては、顧客への説明態勢といたしまして、各業務の特性やリ

スクを踏まえた取扱マニュアル・説明マニュアル等を作成・改定し、取扱者が説明すべき内容

や手順について規定をしたいと考えております。 

 また、苦情・相談につきましては、お客様からの苦情・相談対応に当たって、各業務の特性

に応じて専用のコールセンターの開設や提携先との連携策を実施したいと考えております。 

 また、個人情報の保護につきましては、各業務を通じて入手した個人情報の利用に当たって

は、その利用目的や範囲等を明確にした上で、顧客同意を取り付けるなどの管理体制を構築し

たいと考えているところでございます。 

 また、所属銀行・所属保険会社との関係につきましては、銀行代理業者、生命保険募集人と

して関係法令を遵守する態勢を構築するとともに、所属銀行や所属保険会社による業務指導・

研修・監査などへ協力していきたいと考えているところでございます。 

 次に、かんぽ生命保険についてでございます。 

 まず、顧客への説明態勢でございますけれども、お客様や社会からの信頼を確保するために

は、適正な保険募集管理態勢の確立が必須であるとの認識のもと、募集人を対象とした適正募

集に関する教育・研修を実施するとともに、募集に際しての説明資料の交付や本人確認、面接
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などの手続の実施状況についてチェックを行う体制を確立したいと考えております。また、法

人向け商品の受託販売に当たっては、引受会社に対して誤認することのないよう説明等を実施

したいと考えております。具体的には、受託元会社が引受会社であり、かんぽ生命保険は受託

元会社の募集代理業務等を実施していることを説明するということ。また、募集に使用する文

書またはツールにつきましては、原則受託元会社が作成したものを活用したいと考えておりま

す。 

 苦情・相談につきましては、ＣＳ担当部門が一元的に管理を行うとともに、法人向け商品の

受託販売に当たっては、受託元会社との連携体制を構築していきたいと考えております。 

 また、個人情報保護につきましても、法人向け商品の受託販売を通じて知り得た個人情報に

ついては、かんぽ生命保険の規程に則りまして厳格に管理するとともに、受託元会社と締結す

る委託契約書において守秘義務等を明記することにより、個人情報の保護を徹底してまいりた

いと考えております。 

 次のページでございます。 

 今回、保険につきまして入院特約の見直しというものを考えさせていただいているわけでご

ざいますけれども、それの趣旨についてでございます。 

 医療技術の進展に対応しつつ、シンプルでわかりやすい保障内容とすることによって、お客

様の保障ニーズに合致するとともに、お客様の理解が容易になるということで、平明化を目指

したものでございます。 

 ここの下の絵でご覧いただきますと、下の絵の真ん中あたりのところに、「医療技術の進展

に伴い入院期間は短期化」と書いてございます。平成８年当時平均入院日数40.9日が、平成17

年では37.5日に短縮してきているということでございます。 

 こういう現状を踏まえまして、現行の特約では入院しても５日以上でなければ入院保険金の

対象とならないというものを、お客様の理解が容易となるよう、１日でも入院すれば原則入院

保険金の支払い対象とするというものでございます。 

 また、同じく医療技術の進展に伴いまして新しい種類の手術が出現しております。現状、約

款所定の手術が対象となっているものを、公的医療保険の対象となる手術全般に拡大すること

によりまして、お客様の理解が容易となるようにしたいということでございます。 

 次のページをご覧いただきたいと思います。 

 こういった保険の特約を改定することによりまして、支払い件数が増えて、その態勢が大丈

夫かという問題につきましては、入院特約の見直しによりまして、１つの契約当たりの支払い
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件数は約1.5倍に増加するというふうに想定しております。ただし、これは販売開始当初は保

有契約全体に占める新特約の割合は低うございます。すなわち、保険契約は大変長い商品でご

ざいますので、一気に入れ替わるわけでございませんので、新特約の割合は低く、さらに保有

契約が減少傾向にございますことから、当初の支払件数はむしろ減少する見込みであるという

ふうに考えているところでございます。 

 また、サービスセンターにおける支払い態勢の整備も新契約の増加に伴い、段階的に実施し

ていくことが可能だと考えているところでございます。 

 また、その態勢につきましても、下に書いてございますように、支払管理部署への適切な資

源配分、相互牽制機能の発揮等々によりまして、迅速かつ適切な支払管理態勢を確立したいと

考えております。また、その査定の結果に対しまして、契約者の皆様から審査の請求があった

場合につきまして、第三者を構成員とする査定審査会において保険金の支払いの可否の認定な

どに関し審査を実施するというものでございます。 

 以上、簡単でございますけれども、私からの説明とさせていただきます。 

○田中委員長 それでは、ただいまのご説明に対しまして、質疑等を始めたいと思います。 

 野村委員、お願いします。 

○野村委員 ご説明ありがとうございました。ゆうちょ銀行の方の変額年金保険等の取扱いに

ついてちょっとお尋ねしたいと思うんですけれども、変額年金、今の商品はみんな死亡保険金

に最低保証がついているということを前提にされていると思いますが、基本的なコンセプトは

実は投資信託と同じような考え方がベースにあると。そうなった場合に、今投信は窓販されて

おられると思うんですけれども、その投信の窓販の展開している店舗と、それから変額年金販

売の店舗、あるいはその態勢というのはどういうふうにすみ分けていかれるのか、同じところ

が担当していかれるのか、それはどういうふうになっているのかちょっと教えていただけます

でしょうか。 

○米澤専務執行役 私どもが今回お願いしております変額年金につきましては、資料の２ペー

ジでございますけれども、最初82店で開始して、１年以内を目途に全直営店に拡大していきた

いと考えているところでございます。一方、投資信託につきましては、これはたしか1,552店

で取扱いをしているところでございますので、投資信託の方が広うございます。ただ、投資信

託の方は郵便局会社の方のものも当然入ってきております。したがいまして、今回認可でお願

いいたしますのはあくまでゆうちょ銀行のものでございますので、その拠点数でいいますと、

全部の直営店というふうな形になってまいります。 

－   － 21 



○野村委員 続きで恐縮ですが、そこは今までもこの直営店82店舗、あるいは１年以内に全直

営店ということですけれども、この直営店の方は当然投信はやっておられるということですね。

○米澤専務執行役 さようでございます。 

○野村委員 その場合に、前にちょっと拝見したときに、ブースみたいなところで、特別に投

信の時は別の部屋のようなところに行って説明を受けるという態勢になっていますが、これは

変額年金保険の場合はどういうふうな考え方になるんでしょうか。単純に窓口で取り扱うとい

う形になるんでしょうか。 

○宇野常務執行役 同じ投信の窓口でやる予定でございます。 

○野村委員 また別なブースでという形ですか。 

○宇野常務執行役 はい。 

○野村委員 わかりました。 

○冨山委員 クレジットカード業務なんですが、現在共用カードという形でやっていますよね。

この共用カードでやっている形から、今回自分の名義でというか、業務を開始した場合に、そ

の与信する主体としては一応瞬間的にそこでポジションをゆうちょ銀行がとる、この会社がと

る、その場合一つ違いますよね。従来ポジションはとっていないわけですね。 

 それはある種法律上、あるいは財務的リスクのポジションだと思うんですが、それ以外に主

体の情報管理とか、セキュリティの問題とか、クリアランスのトランザクションのいろいろな

実際の業務、運営的なところでは、何かすごく変わることがあるんですか。 

○米澤専務執行役 ほとんど同様でございます。まず、最初におっしゃったリスクの方のお話

でございますけれども、これについては全部委託先の方に債権については保証を付保というこ

とでございますので、そういう意味でのリスクはきわめて小さいというふうに考えます。 

 また、事務の取扱いについて、若干変わるところはもちろんございます。例えば、盗難、滅

失の時の取扱いを窓口でやったときに、至急それをちゃんとやるとか、あるいはその他若干の

ものはございますけれども、基本的には今やっている業務がそのまま踏襲される、あるいは、

同じような性質のもので対応は可能だというふうに考えております。 

○冨山委員 今後の業務展開上の見込みなので、見込みというか、ちょっとぼんやりした話で

結構なんですが、基本的にこの収入源としてはいわゆるデビット的なトランザクション的なも

のと、要は１回でぼんと払ってというやつと、リボで基本的にもうける分と両方ありますよね。

それはどんなバランスを見込んでおられるのでしょうか。 

○宇野常務執行役 金額的なもの、比率で申し上げますと、大体ショッピングの手数料が４割
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ぐらいか５割ぐらいだったですね。半分がいわゆる金利収入、そういう形になります。 

○冨山委員 フィフティー・フィフティーぐらいですか。この業界の全体としてはどんな感じ

なんでしょうか。会社で随分違うんだと思うんですけれども。 

○宇野常務執行役 ご存じのように、グレーゾーン金利があった場合と、いわゆる利息制限法

内の場合とその辺は少し違うと思いますが、ビジネスモデルは、銀行系カードの場合は今私が

申し上げた形に近いと思います。 

○冨山委員 それに近いモデルということですね。 

○宇野常務執行役 もちろんそうです。 

○冨山委員 流通系カードなんてたいていは圧倒的に金利収入が多かったと思います。だから

打撃はすごく受けているみたいです。そういうモデルではないということですね。 

○宇野常務執行役 はい。 

○辻山委員 この６ページのご説明で伺ったんですけれども、これは新特約発売当初というこ

とで、とりあえず１年間ですね。もう少し長期というか、その見通しはどうなんですか。 

○米澤専務執行役 ここに書いてありますように、全部入れ替えれば基本的には1.5倍になる

んですが、一方で売れるものがどんどん落ちていく。そのスピードの兼ね合いになるかと思い

ますので、そう急激にこれが膨らむというふうには考えておりません。 

○杉本専務執行役 当面の間はこういうような保有契約の減少が見込まれますので、こちらの

方のウエートの方が大きいということになります。 

○辻山委員 数年間は少しずつ下がって、それから若干上がっていくと。 

○杉本専務執行役 具体的にどこでクロスするかというのは、ちょっとまだ分析しておりませ

んけれども、今の保有契約件数では5,500万件ほどある、一方で現在新契約として入ってくる

のは240万件程度という、そこのバランスからいうと当面の間はということが言えると思いま

す。 

○野村委員 今度はかんぽの話なんですが、必ずしもこの新商品とは関係ないんですけれども、

先般新聞等でも報じられていますように、既存のかんぽの保険の保有高が減っているというこ

と、かなり急激に減っているというような報じ方もなされていたようにも思うんですが、その

原因分析というのはされておられるんでしょうか。もしお分かりでしたら、少し教えていただ

きたいんですが。 

○杉本専務執行役 原因分析という意味でいうと、これまでしばらくの間というのは、約２割

ずつぐらい契約件数が減ってきているというような現象が起こっていまして、ご存じのように
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他の生命保険会社と違って圧倒的に養老保険のウェートが高いと。現在の金利環境のところで

はその魅力が少し失われている。一方で、あまり商品改定的なことは行われていないというこ

とで、日々こう減ってきているということがあろうかと思います。 

 あと、民営化後にもう少し大幅に減っているという現象が起こっているんですけれども、こ

この部分はむしろどちらかというと民営化直後の立ち上がり期の混乱の要素と、民営分社化で

それぞれ役割分担、組織を全部いじりかえましたので、そこら辺の不慣れな部分等の影響が出

ているかなというふうに思っております。 

○米澤専務執行役 10月の初めのころは、民営化ということで、お店が混乱しないようにとい

うことで、渉外の職員の方たちもできるだけお店の方にいて、お客様の誘導であるとか、そう

いう方をやってほしいということでした。やはり保険は渉外の方が販売の主力でございますけ

れども、その方たちにスムーズに10月の前半を迎えるために店舗の方でいろいろお仕事をして

いただいたというふうな要素もまたございます。 

○野村委員 ということは、予想としては下げ止まりという感じですか。２割ずつ減少してい

る割には、かなり今……。 

○杉本専務執行役 当然のことながら、下げ止まるようにしていきたいということでございま

して、そういうためにも今ここにお願いしているような、やはり例えばこの入院特約で言いま

すと、15年間近く改定しないでこれまで来ておりますので、いわば民間スタンダードから比べ

ると相当ビハインドしている状態になっていると。これはやっぱり民営化の本来の目的である

国民便益の改善だとかこういった観点から言っても、相当ビハインドしたままの状態でずっと

進むというのはやっぱり難しいわけでありまして、そういう意味でこういう新しい特約のお願

いという、商品改善に過ぎないのでありますが、こういったものをお願いし、新たな受託販売

要素なんかも取り入れて、少しずつ歯止めをかけていきたいというふうに思っております。 

○野村委員 原因が一過性の10月の混乱だけであるのであれば、当然それは時間が解決する問

題かなと思ったんですが、それ以外にもやはり減少の原因、大きく２割よりも民営化後という

のはあるわけですか。それとも２割は２割のまま減っていっているというイメージなんですか。 

○田中委員長 民保も減っていますでしょう。だから、差別はない。 

○杉本専務執行役 民保も減っているんですが、民保の減り方、そこまで大きくは多分ないと

思いますけれども、全体的なマーケットの縮小傾向はもうちょっと小さいかな。それに対して

我々は縮小傾向が少し大きいと思っています。それは、やはり世の中のお客様のニーズに必ず

しも合致していない商品構成をまだ我々はそのまま持っていると。これは順次直していかない
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といけないと思っております。 

○飯泉委員 先程からも、やはり新しく郵政民営化になって、国民の皆さんとか、あるいはユ

ーザーの皆さんから、これはよくなったなというインパクトを与えるべきじゃないかという議

論がその前にもあったんですけれども、そうした意味ではちょうどこの３ページと４ページに

ゆうちょ銀行、それからかんぽ生命保険、「顧客への説明態勢等」とあるわけですね。 

 例えば、ゆうちょ銀行の方で「（２）苦情・相談対応」のところで、こちらは当然自分が自

らやるものについては専用のコールセンターを開設しますと。提携先との連携というのは引き

受ける分ですね。ところが、かんぽ生命保険の場合には、当然元請けとの連携体制というのみ

があるわけなんですが、ただかんぽ生命保険の中でも例えば入院特約の見直しとか、新しい保

険の部分はあるわけですよね、直営の。この辺りは例えばコールセンターを設けるとか、こう

したものは考えられないんでしょうか。 

○杉本専務執行役 既にそういうようなコールセンターは持ってございまして、直接苦情につ

いて受ける部分と、代理店である郵便局会社さんを経由して入ってくるものと両方ございます。 

○飯泉委員 もう既にかんぽ生命保険の場合はお持ちだということでよろしいわけですね。そ

れを活用するということ。 

○杉本専務執行役 はい。 

○冨山委員 先程の残高の減少なんですが、ゆうちょ銀行の方はどんな感じでしょうか、10月

以降は。 

○米澤専務執行役 ゆうちょ銀行の方も前と変わらず減少の傾向が続いております。 

○冨山委員 特に、そこでアクセスが、同じような感じですか。 

○米澤専務執行役 大きな傾向、がらっと変わったというのはございませんけれども、引き続

き減少は続いているというような状況にございます。 

○冨山委員 原因としては。 

○米澤専務執行役 これはもともと公社時代から減少傾向が続いて、今から数年前からもう減

少傾向が続いておりますので、その傾向線の上からそんなにずれた動きにはなっておりません。

ただ、やはりゆうちょ銀行の方もいろいろな商品について、例えば定額郵貯なんかも、これは

戦前からある商品、息の長い商品でございます。こういったものだけでこれからやっていける

かという問題がやはりあるかと思いますし、それから私どもは従来から申し上げているように、

今回のお願いではないんですけれども、やはりお客様の利便性を向上する観点から流動性預金

については限度額を廃止していただいたりして、お客様の使い勝手がよくなりませんと、今他
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の金融機関もものすごく使い勝手ということをいろいろお考えになられて、商品をどんどんよ

くされていると。我々の方はそれに対していろいろな規制であるとか、そういうものからの関

係で、なかなかそこは柔軟にできていないという部分がございますので、是非ともそういった

企業努力ができるような、そういう環境をお願いしたいところでございます。 

○飯泉委員 １点、ここは委員長の方に教えていただければと思いますが、今米澤専務からお

話のあった使い勝手のいいということで、従来例えば定額を含めて、1,000万円というたがが

ありましたね。ある程度この中での議論、例えばそれを外すのはだめだということになってい

るのか、そうしたものも今後の検討対象になるのかというのは。 

○田中委員長 我々がどうこうという話ではなくて、何か申請が出た場合に我々が独自に判断

すると、そういう。 

○飯泉委員 では、フリーでいいわけですね。 

○田中委員長 ９月末まではそのままというのが決まっていたわけです。 

○飯泉委員 やはり、ちまたからいろいろそういう声が出ているものですから。 

○田中委員長 それではよろしいでしょうか。どうも本日はありがとうございました。 

 それでは、本件認可申請に関する関係者からのヒアリングに移ります。 

 本件認可申請につきましては、12月18日までを締切として、ホームページにおいて意見募集

を行いました。意見を寄せられた団体のうち、本日の委員会への出席を希望されました７団体

からヒアリングを行いたいと思います。 

 まず、全国銀行協会、社団法人全国地方銀行協会及び社団法人第二地方銀行協会の３団体に

伺います。恐縮ですが、時間の関係上、皆様５分程度でご説明をお願いしたいと思います。本

委員会に提出いただいたご意見については、次回以降の委員会においても調査審議の参考とさ

せていただきますが、本日は特に重点を置かれておられる点についてのご説明をいただき、そ

の後質疑をさせていただくという手順でいきたいと思います。 

 それでは、全国銀行協会から國部企画委員長、北川委員会室長にお願いいたします。 

○國部企画委員長 全国銀行協会企画委員長の國部でございます。本日は当委員会におきまし

て、私どもの意見を申し述べる機会を頂戴いたしまして、厚く御礼申し上げます。 

 本日、この場では３団体が招かれておりますけれども、私からゆうちょ銀行の新規業務参入

についての基本的な考え方と個別の３つの業務に関する意見につきまして、意見書に即しまし

てポイントを絞って述べさせていただきます。 

 お手元に配付させていただいております私ども全国銀行協会の意見書をご覧いただければと
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思います。冒頭に今回のゆうちょ銀行の認可申請に対する全銀協としての基本的な考え方を整

理しております。 

 大きく３点ございまして、第１点目は５月の当委員会でも申し上げさせていただきましたと

おり、新規業務参入の大前提としてゆうちょ銀行が経営の抜本的な効率化と民間企業としての

内部管理態勢の整備を徹底することが不可欠であります。その上で、個別業務の是非につきま

しては、３つの要件、すなわち①民業圧迫を生じさせないこと、②規模の再拡大につながらな

いこと、③利用者保護等の面で問題が生じないこと等を総合的に検討すべきと考えております。 

 第２点目でございますが、先般のゆうちょ銀行の運用対象の自由化に係る認可申請に対しま

して、郵政民営化委員会さんから示された重要な視点でございますけれども、ゆうちょ銀行の

具体的な業務実施は市場のかく乱要因とならないようになされる必要があるということで、暗

黙の政府保証が残るゆうちょ銀行が巨大な資金力をもって大規模に参入することにより、当該

市場に混乱を来すことがないか、十分な検証が不可欠と考えております。 

 第３点目は、いかなる新規業務に参入するかにつきましては、ビジネスモデルに応じて変わ

ってくるわけでありまして、この意味におきましては、ゆうちょ銀行は認可申請を行う以前に、

民業圧迫を回避しつつ、規模縮小を通じた円滑な民間市場への融合を可能とするビジネスモデ

ルを早急に策定して明示すべきと考えております。郵政民営化委員会さんにおかれても、ゆう

ちょ銀行に具体的な対応を促していただければと考えております。 

 次に、今般ゆうちょ銀行から認可申請のございました業務につきまして、コメントさせてい

ただきます。 

 資料の２ページをご覧ください。 

 まず、クレジットカード業務についてでございますが、全銀協では暗黙の政府保証が残るゆ

うちょ銀行が貸出業務に参入すれば、民業圧迫につながると主張してきたところでございまし

て、この意味においては、認可申請に含まれるクレジットカードを利用した会員向け貸付けが

一般の個人向けローンの提供につながれば、民業圧迫懸念が大きく、そのような取扱いは認め

られるべきでないと考えます。したがいまして、委員会におかれましては、ゆうちょ銀行によ

るクレジットカード業務が移行期間中における個人向けローンの提供につながるものではない

ことを確認した上で、適切にご判断いただきたいと考えております。 

 ２つ目に、変額個人年金保険等の生命保険業務についてでございますが、変額個人年金保険

の取扱いには高度な保険知識等が必要であることにかんがみ、利用者保護等の面で問題が生じ

ないことに関して十分な検証をお願いしたいと考えております。 
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 最後に住宅ローン等の代理業務についてコメントをさせていただきます。繰り返しになりま

すが、全銀協としては暗黙の政府保証が残るゆうちょ銀行が住宅ローン等の個人向け商品を含

めて貸出業務に参入することには反対でございます。移行期間中、ゆうちょ銀行自らが本体で

貸出業務に参入せず、代理業務に徹する場合でも、同行が住宅ローン等の商品を顧客に提供す

るためには、十分な商品知識等を有した人材の確保や適切な業務運営態勢の整備等が不可欠で

あり、委員会におかれては利用者保護等の面で問題が生じないよう十分な検証をお願いしたい

と思います。 

 以上が基本的な考え方でございますが、ゆうちょ銀行の新規業務への参入につきましては、

民間金融機関によって置かれた環境やその特性等に応じまして影響が異なるのが実情でありま

す。委員会におかれては、これからコメントされる地銀協さん、第二地銀協さんのご意見等も

踏まえていただきまして、幅広い観点から深度を持った調査審議をお願いしたいと考えており

ます。 

 以上でございます。ありがとうございました。 

○田中委員長 どうもありがとうございました。 

 続きまして、全国地方銀行協会から横浜銀行の早川代表取締役副頭取、望月協会担当部長に

お願いいたします。 

○早川代表取締役副頭取 横浜銀行の早川でございます。本日はこういう機会をお作りいただ

きましてありがとうございました。 

 意見書につきましては、別添ペーパーでお示ししてございますので、補足する形で意見を述

べさせていただこうと思います。 

 当協会ではこれまでも従来の民間金融機関が行っている業務との競合という問題点につきま

して、民業圧迫にならぬよう規模の縮小及び公正な競争条件を求めてまいりました。 

 そうした中、ゆうちょ銀行はこの10月に民営化が始まったばかり、かつまた巨大な規模のま

ま、政府の間接出資も残っている段階にもかかわらず、我々の認識としては、なし崩し的にリ

テール業務の分野に業務拡大を進めようとしているのではないかというふうに見ております。 

 例えば、住宅ローン１つとりましても、既に市場は頭打ちで、現実に各地域において過当競

争の状況にある中、新たなプレーヤーの登場によりまして、将来の金融システムの健全性維持

に影響が生じるのではないかと懸念をしているところであります。 

 もちろん、ゆうちょ銀行には民営化銀行として着実かつ健全に育っていくことを期待してお

るわけでありますが、民業圧迫を回避しつつ、円滑に民間市場への融合を進めるという望まし
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い民営化の進め方からすれば、経営の効率化を優先した上で、ノウハウがなく、態勢も整って

いない中で、今申し上げましたように、市場が飽和状態にあるリテールバンク業務への参入を

志向するのではなく、これまで培われてきた投資運用業務の分野で、いわば機関投資型のビジ

ネスモデルを目指すべきではないかと考えているところでございます。 

 確かに、調達面におきましては、ゆうちょ銀行は個人取引を主体としておるわけであります

が、これはこれまでの運用面における政府の関与を背景に、郵便局網という地の利を生かして

預金集めをしてきた結果であり、これを持ってリテール部門に強みがあるということは言い切

れないのではないかと考えております。 

 また、今後リテール部門を強化していくためには、相応の職員の能力向上、システム投資、

あるいは内部管理態勢の整備が求められるわけであります。特に職員の能力向上については、

全国の拠点において営業現場の底上げをしていく必要があるわけで、これが大変容易なことで

はないと、私ども従来の金融機関としても大変苦労しているところであるわけであります。 

 そこで、我々がゆうちょ銀行のビジネスモデルまで踏み込んで意見を申し上げている背景に

は、ゆうちょ銀行が将来どのような金融機関になって、日本の金融システムの中でどのような

役割を果たそうとしているのかというものが今もって何となく見えてこない、不明確でありま

す。それが既存の金融機関に不信感ないし危機感を惹起させている面があるのではないかと思

われます。 

 したがいまして、ゆうちょ銀行が将来目指す姿として、機関投資家型のビジネスモデルを志

向することが明らかにされるのであれば、大枠として民業圧迫ということ自体が生じる可能性

が低いんだという認識が金融機関側にも共有化されるのではないかというふうに考えておりま

す。いずれにせよ、是非ゆうちょ銀行のあるべき将来の姿というものを具体的にお示しいただ

ければありがたいというふうに考えております。 

 こちらの民営化委員会では、これまでもゆうちょ銀行の規模の縮小あるいは態勢整備の必要

性については毎回説いてこられていますが、意見として公表されただけで、我々から見ますと、

必ずしも実効性が担保されているのではないのではないかという感じがいたします。より踏み

込んだ働きかけが必要ではないかと考えております。 

 今回、是非この委員会におかれて、ゆうちょ銀行に具体的な指示を与えて、計画を提出させ

るというようなことをお願い申し上げたいと。なぜならば、我々は委員会には郵政民営化を円

滑に進めていく上でのより積極的、指導的な役割を期待しているところであります。お立場い

ろいろあろうかと思いますが、是非よりコーチの役割というものを強めていかなければなとい

－   － 29 



うふうに考えているところであります。 

 以上、補足の説明でございました。 

 なお、資料には加盟行64行に今回の新規業務の拡大に当たっての意見を求めました際に寄せ

られた意見を掲載しております。ご参考にしていただければと思います。 

 以上でございます。 

○田中委員長 ありがとうございました。 

 続きまして、第二地方銀行協会から北洋銀行の柴田常務取締役、第二地方銀行協会の澤井金

融情報室長にお願いいたします。 

○柴田常務取締役 第二地方銀行協会の一般委員長を務めております柴田でございます。よろ

しくお願いいたします。本日は意見を申し述べる機会を与えていただき、ありがとうございま

す。 

 「ゆうちょ銀行の新規業務に関する認可申請に対する意見」という資料をご覧いただきなが

ら、意見を聞いていただきたいと思います。 

 まず、当業界の基本的な考え方について申し述べます。 

 私どもはゆうちょ銀行が民間金融システムへ円滑に統合され、なおかつ国民経済的観点から

望ましい郵政民営化を実現するためには、肥大化したバランスシートの規模の縮小、利用者保

護の徹底や金融システム安定に資する観点からの内部管理態勢の整備、それから政府の出資が

ある間における公平な競争条件の確保と、この３つの要件を満たすことが不可欠であると考え

ております。 

 今回ゆうちょ銀行から認可申請されました新規業務に関しましても、これらの３つの要件が

十分に満たされるように是非配慮いただくとともに、本委員会が昨年12月に公表しております

新規業務の調査審議に関する所見において、「委員会の委員が実態を更に調査した上で、要件

や条件について審議を行っていく」ということが示されておりますので、是非委員会自身が金

融庁並びにゆうちょ銀行から深度あるヒアリングを行っていただき、適正な競争関係の確保、

業務遂行能力等の事前要件を十分確認した上で審議いただくことを強く要望いたします。 

 次に、今回の申請された業務について申し述べたいと思います。 

 まず、クレジットカード業務ですが、そもそもゆうちょ銀行は官業として築き上げてきた国

民からの信頼、全国的な営業基盤、巨大な資金力を承継した金融機関であり、一般の金融機関

には見られない優位性を有していると思います。 

 このような優位性を有するゆうちょ銀行がさらに政府の間接出資が残る移行期間において、
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クレジットカード業務という新たな一種の与信業務を行うことは、やはり他の民間金融機関と

の公平な競争とは言えず、基本的には認め難いと考えております。 

 仮に、ゆうちょ銀行が新たな決済サービスとして、提携カード会社の保証を付したクレジッ

トカード業務を扱うことになりますと、この公平な競争条件が確保されていないもとで、さら

なる規模の肥大化を招きかねないという懸念があります。 

 また、業務の太宗を提携カード会社に委託することとしておりますが、その場合でも他の民

間金融機関と同様、委託元の銀行として、監督指針等に基づき、委託先である提携カード会社

における審査の妥当性、適切な債権管理等、業務の適切性を確保するための措置を講ずる必要

があることから、この点を十分確認していただきたいと考えております。 

 次に、変額個人年金保険等生命保険募集業務についてであります。 

 政府の関与が残る移行期間において、ゆうちょ銀行が国民からの信頼などの優位性を有した

まま変額個人年金保険等を募集することは、やはり公平な競争条件の確保という点から問題が

残ると考えております。 

 仮にゆうちょ銀行が新たな資産運用商品という位置づけで変額個人年金保険等を募集する場

合は、他の民間金融機関と同様の顧客説明、苦情処理態勢等々の内部管理態勢の整備・強化が

当然求められますので、適切な態勢が整えられているかどうかを確認していただきたいと考え

ております。万が一、そうした態勢が不十分なままゆうちょ銀行が参入することとなれば、顧

客保護という観点からも大きな問題であると思慮いたします。 

 最後に、住宅ローン等の代理業務についてであります。 

 今回の申請は民間金融機関の住宅ローン等の代理業務という位置づけですが、先程申し上げ

ましたように、国民からの信頼と全国的な営業基盤等を官業から承継したゆうちょ銀行が、政

府100％出資が残る現段階において本代理業務を行うことは、公平な競争条件の確保という観

点から、やはり問題であると考えております。 

 仮にゆうちょ銀行が本業務に参入するということになると、ゆうちょ銀行の口座が決済用口

座として利用される可能性も十分考えられ、バランスシートの規模を一層拡大する懸念があり

ます。 

 また、たとえ代理業務であっても、銀行法や監督指針等に基づき、他の民間金融機関が代理

業務を行う場合と同様の商品知識、各種法令に精通した人材の確保・配置、顧客への適切な情

報提供、顧客の知識・経験・財務等の状況に応じた説明・苦情処理態勢の充実が必要であり、

この点を厳正に確認していただきたいと考えております。 
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 最後になりますが、私ども地域金融機関は、地域経済、地域社会の持続的な発展に向け、最

大限の努力をしております。国民経済的な観点から真に望ましい民営化が実現されるためにも、

審議に当たりましては、地域金融機関の意見を十分反映していただくことを強く期待しており

ます。 

 以上で私の発言を終わらせていただきます。ありがとうございました。 

○田中委員長 ありがとうございました。 

 これまで３団体からご意見をいただきました。質疑等に入りたいと思います。 

 国が100％株式を保有しているということなんですけれども、民営化するときに最初の段階

で国が100％持っていない形態はあり得ないわけで、これは歴史的経緯としてもうどうにもし

ようがない話だと思います。民営化を政府が決意した以上、当初の段階においてこれ以外の形

態はないわけですから、これはもうやむを得ない。 

 次に、それでは国は100％、あるいは途中株式を売り出した以降の段階においても、国が株

主であるから、例えばゆうちょ銀行に対して特定の関与をする可能性があるのかどうか。これ

については、我々はその可能性は全くあり得ないというふうに考えています。 

 もし、国が関与するとすれば、それは金融危機対応会議が内閣のもとにおいて行われ、シス

テミック・リスクに火をつける可能性があるといったときに、預金者の預金を全額保護すると

か、あるいはキャピタル・インジェクションを行うとか、それはその時の内閣が判断される話

であります。 

 しかし、それは今日お集まりの皆様方と全く同じ条件でありまして、皆様方の銀行がもしそ

ういう状況になったときには、国が関与するとすればそういう形であって、それ以外の形の関

与の仕方はない。 

 このことについて、日本国民の間に何か誤解があるかどうかということが問題。国がゆうち

ょ銀行について直接関与するとすれば、今言ったケースのみであって、例えば利益が出ないか

ら補助金をどこかから恵んでやろうとかいうようなことが、国会あるいは内閣の議題に上がる

なんてことは、我々委員会としてはこれっぽっちも考えてはいないし、そんなことがもしある

とすれば、民営化の趣旨そのものが覆されるわけです。 

 「暗黙の政府保証」という言い方を皆様方がこれまでもしてこられましたし、私はそういう

問題が間違っているというふうに言うつもりはありませんが、ただ少し安易に使われておられ

るのではないか。 

 現実に我々の経済社会が当面している課題は、先進国の中で国債発行量がＧＤＰに対しても
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異常に多い、そして人口減少を迎え、政府の関与をどういう形で絞り込んでいくのかというこ

とです。そして、その道筋を立てる以外に我々の将来はないということについて、もはや国民

的な合意があるという段階において、国が100％株式を保有しているからといって、特定の関

与の仕方をするということはもうあり得ないという、そういう銀行なんだということは、我々

委員会の認識。 

 これからも言い続けますが、もうここまで来たのならば、「暗黙の政府保証のある限りは」

とご発言されていますが、暗黙の政府保証というのはどういう状況の中でどういう保証行為に

なるのかということをもう少し述べていただかないと、何か補助金でも出す気なのか、あるい

は欠損が起きたときに、特定の条件で国の資産をくれてやるようなことがあるのかと。そんな

ことはあり得ないという状況であることは、認めていただいた方がいい。 

 もちろん、民営化法の中において、いわゆる民業圧迫にならないように、民間秩序の中に大

きな混乱をもたらさない。そのために監視と新規商品の許認可に当たって委員会が設置されま

したので、それは私どもの役割です。しかし、暗黙の政府保証がある限りというのは、それは

歴史的に国は株式を保有するのはやむを得ないんですから、だからその時には常に暗黙の政府

保証があるというのは、誤解として国民にもしあるとすれば、我々はその誤解を解かなければ

いけない問題だというふうに言い続けておりますので。 

 これからもいろいろな形で新規商品の許認可に関わって皆様方との対話はもちろん誠実に続

けますが、暗黙の政府保証論は、私の希望を言わせていただければ、もう下ろしてほしい。金

融危機対応会議以外の対応の仕方は、もはや日本国はゆうちょ銀行に対してできません。それ

はほとんどの国民がもはや理解していることだと思いますが、もし私の認識が甘いとか間違っ

ているということがありましたら、遠慮なしにおっしゃってください。 

○飯泉委員 私も非常に違和感を感じて聞いておったんですが、暗黙の政府保証と言われて、

水戸黄門の印籠みたいに、これを言ったら全部民業圧迫だという。それだったら何の議論もで

きないし、今委員長からお話もありましたし、もっと言うと郵政民営化の前の平成13年の財投

改革からもっと皆さんには考えてもらいたいですね。要は、あれでとにかく日本の場合には非

常に官の規制が強過ぎるんだと、政府系の金融機関などにしても全部市場原理、市場にさらそ

うということで財投機関債の発行という、あれも大きな一里塚、あそこからずっと始まってき

ているんですね。 

 その中で皆さんの言われる暗黙の政府保証、当時は政府保証もあったわけですけれども、そ

れで郵政民営化になった。これは全体を挙げて、皆さんもこれは絶対反対だということではな
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く、これを受ける形でまず新しい金融秩序を作っていこうじゃないかという中で生まれてきた

民営化ということなんですよね。 

 そうなってきたら、皆さんのおっしゃるのも確かに一理あって、民業圧迫というよりも、新

しいプレーヤーが入ってくるわけだと、でもまだまだ初心者マークの部分もあるし、官で保護

されていた部分があるので、例えば人材の点というご指摘なんかもいろいろありましたね。逆

に、積極的に協力をする中でパートナーシップを持って、ここだけで郵政の部分をみんな商売

敵なんだと言っても、今経済はグローバルになっていて、外資を中心にどんどん入ってくるわ

けですから、逆に日本の中で、何もモンロー主義をとれと私は言っているわけではないですけ

れども、全銀にしても、地銀にしても、第二地銀にしてみても、やはり強力なパートナーシッ

プを持ったところを、外資と組むというのも１つかもしれないけれども、こういうところを逆

に自分たちが誘導してあげようじゃないかと、日本の新しい金融秩序をつくる格好のパートナ

ーが現れたんだと。 

 例えば、先程のいろいろなカードローンなんかにしてみても、ある程度ゆうちょも今までは

勉強してやっていた部分があるわけですから、こうしたものを今度完全民営になってきたんだ

から、じゃそれを全銀が行くのか、地銀が行くのか、第二地銀が行くのかわかりませんけれど

も、逆に皆さんの間同士でも当然これは外資との間で闘いはあったわけですから、新しいパー

トナーが来たんじゃないかと、育ててやろうじゃないか、それで自分たちとも一緒に頑張って

いこうじゃないかと。 

 何を言いたいかというと、結局一番のところは日本国民にとって今回の郵政民営化をよかっ

たと、これまでのサービス以上によかったし、各銀行さんたちの部分についても、これで各銀

行等の対応もよくなったと。先程地銀、第二地銀はリテールの話がよく出るわけなんですけれ

ども、私も県知事の立場として、逆に県議会で、あるいは各県でいろいろな話が出てくるとい

うのは、景気が一番悪くなったとき、金融検査の話もあるわけですが、潰れないでもいい会社

がどんどん潰れる可能性があるんですね。銀行の皆さんに話を聞くと、いや、我々も潰したく

はないんだ。でも、解消しなかったら、とてもじゃないけれども、我々自身がやられてしまう

んだということで、貸しをどんどん剥いでいくわけですよね。 

 だから、そういうことであれば、逆にセーフティーネットが、どんどん政府系の金融機関が

なくなる中で、もう少しそういった点、リテール、リテールとおっしゃるのであれば、もっと

そこのところは、じゃ自分たちだけでいくとなかなか審査が厳しくなるから、新しいパートナ

ーも持っていく中で連携をして、本来やはり地銀、第二地銀というのはもっともっとリテール
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を頑張ってもらいたい部分があるものですから、そういった点が今回あるから逆にできるんじ

ゃないかと。 

 ただ、最近はリテールというのは全銀だってどんどん入ってくるわけなんですよね。だから、

やはり地方においても、都銀と地銀との間での、そのうち信金もあると思うんですけれども、

そういった本来だったら地銀だけ、第二地銀だけがやっていた部分がどんどん垣根がなくなっ

てきているわけですから、そういったものの逆に取り持ちというかパートナーに、新しく民営

化をされたそれぞれの会社をパートナーとして考えていただかないと、国民にとって郵政民営

化って一体何だったんだということになるんじゃないかと、非常に今のお話を聞いていて危惧

するんですよね。 

 だから、逆に郵政民営化の新しいプレーヤーが出て来たということで、皆さんとして今まで

できなった点を、商売敵、敵と言うんではなくて、新しいパートナーとして新しいことをやっ

てみようじゃないか。今まではなかなかできなかった。カードにしてもそうですし、保険にし

てもそうです。また、逆に皆さんの商品を彼らを使ってどんどんもっと広く売って、皆さんの

顧客をさらに広げていこうじゃないか、絶好のチャンスが来たんじゃないかと。もう少しそう

いう前向きの話が聞けるのかなと思って、非常に残念な気が今日聞いていて思ったんです。 

 それで、必ず暗黙の政府保証とね、もう少しそこのところ。確かに、民業圧迫の点について

は我々も審査をしなければいけない、これは当然おっしゃるとおりであります。一体誰のため

にやるのかといった点について、銀行の皆さんについても、やはり国民のためなんだというこ

とをもっとおっしゃっていただきたいなと。非常に今日は印象としては残念な気がします。 

○田中委員長 どうぞ。 

○早川代表取締役副頭取 ご指摘ですが、地域金融機関として、この郵貯がいわゆるゆうちょ

銀行になって、いわば我々の競争相手になる。その中で、従来以上に地域とかかわりを持って

やっていくという、私ども全国地方銀行協会会長行としても、会員銀行には常にそれを訴えて

いるわけです、今でよしとしないと。 

 一方で、リレバンの精神がありますから、地域と我々は共生でありますから、そういう面で

はいい刺激と受けとめて、自らが改革していかなければいけない、あるいは地域の中でより支

持を受ける金融機関にならなければいけない。 

 こういう気持ちにはなっているはずでありますので、今日はこの調査審議に関する意見とし

て述べさせていただきましたが、全く変わらないよということじゃなくて、経営としては各地

銀ともそういうふうに考えておるはずであります。 
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 問題は、ゆうちょ銀行がどんな銀行になるのかというところが見えないという不安感、先ほ

ど申しました危機感、そこをもう少し、例えば、３年ないし５年で上場と、そのときはどんな

バランスシートになっていて、どんな収益構造のなっているのだろうかというところがもう少

し見えると、お互いに理解が深まるんではないかなという感じがいたします。 

○冨山委員 地銀協さんの機関投資家路線なんですが、もうちょっと具体的にぴしっとやれと

いうふうに言われちゃいましたけれども、大枠な議論としては我々の意見の中でも申し述べた

ように、いわゆるＡＬＭ的な観点からすると今非常に難しい。特にバーゼルⅡ的には難しい銀

行であるということは前から申し上げているとおりで、そこの認識は多分ギャップはないんだ

ろうと。暗黙の政府保証に関しては、私もちょっと違和感がいまだにあるんです、言われてい

ることに対して。ただ、そのことに関しては多分そんなに認識のずれはないんだろうなと理解

しています。 

 そのときに、現実的にポートフォリオを組み替えていく時のスピード感として、確かに機関

投資家的な方向を目指さないとものすごく時間がかかるし、現実問題としてそう簡単にリテー

ルはそんなに資産は積み上げられませんから、多分そういう手順にはなるだろうなということ

も、そんなに認識にはギャップがないと思います。 

 ただ一方で、もう一つ難しいのは、機関投資家路線を目指すにしても何せ大きいので、これ

はいろいろ難しい問題があるんですよね。何せ大きいので、うかつに機関投資家としてばっと

資産シフトしたときに、行った先々のマーケットをある意味では歪めちゃうというか、ある意

味サブプライムローンもそれに近い現象として起きている部分がありますので、そこは恐らく

非常に慎重に動かないといけないという問題。 

 逆に、日本で言えば農中さんがそういうシフトを上手にやっておられますけれども、でもあ

そこでもやっぱりかなり苦労しているのが実態なので、そう簡単ではないんだろうなという状

況があるのも多分わかっている、共有しているんだろうなということで、その中ですごく抽象

的に絵を描けば、多分早川さんが用意された絵とそんなに変わらない絵にゆうちょ銀行さんも

なっているんだろうと思うんですけれども、ただ実際インプリメンテーションやエグゼキュー

ションで考えると、具体的にこの数字でこうだというのを書こうとすると、多分非常に難しさ

があるんだろうなという感じが、個人的意見ですけれども、そんな感じはしますということ。 

 それとあと、やっぱり規模をこのぐらい小さくしますということを例えばマーケットに対し

て宣言するというのは、一方でゆうちょの資産というのはマーケット商品がほとんどですので、

これまたマーケットに必ずしも、要はよく田中委員長が言われてますが、自分の足を撃っちゃ
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うみたいなことが起きるので、多分いろいろなことがある中で、ある種の今の状態が起きてき

ているんだろうなということは思っております。 

 ただ、多分そんなに考えていることが違いがない一つの証左としては、例えば認可を求めら

れてきている順番でいうと、やっぱりポートフォリオを変えるという、例のデリバティブを扱

うとかああいうのが先に来ているというのは、恐らく我々が出した意見書のラインに従ってや

はり彼らも動いているというのはあると、我々はそういうふうに理解していますので、その辺

はご理解を賜りたいなと思っております。 

○田中委員長 野村委員、どうぞ。 

○野村委員 基本的に私も同じように思っていまして、ビジネスモデルというのは自ずと描け

るものは限定があると。今の状況から考えれば、だれが考えてもそんなに多様性があるとは思

えないということがあるわけなんですが、かといって私はこうなりますと言わなければいけな

いのかという問題も実はありまして、例えば皆さん方の銀行の何十年後について、同業の方々

がどういう銀行になるつもりなのか言っておいてもらわないと、おたくは例えば地銀の中で一

番大き過ぎてちょっと困るんじゃないですかというふうに言われたら、それは余計なおせっか

いだという話になるかと思うんですよね。 

 ですから、そういう意味では、やはりこれはビジネスの世界ですので、ビジネスをやってい

る皆さん方の直感で考えていただければ、自ずとあそこの銀行はこうなるだろうというのは見

えるわけですよね。そう見えるところを、やはり自ずとそうならざるを得ないだろうという予

測のもとで、いろいろな形のことを考えていただく必要があるのかなというのを一点思います。 

 その上で、暗黙の政府保証に関して言いますと、顧客との関係での暗黙の政府保証の問題と

調達の問題というのがあるんだと思うんです。恐らく顧客の方については、顧客である国民が

やや誤解をして、何かあったら助けてくれるだろうというふうに思っているという話であれば、

これはパーセプションの問題になってしまって、それはあまり実証性がないでしょうという話

になると思うんです。 

 もう一点出ています、調達面で優位性があるということも時々おっしゃるんですが、果たし

てそれが実証的に分析されているのかどうかということを考えてみますと、必ずしもそうじゃ

なさそうな感じもしまして、果たしてそれは本当に調達金利なり何なりで優位性があるのかと

いうことが、必ずしもデータとしてもわからないわけなんですね。 

 言葉ではよく出てまいりますけれども、本当にそれが何か特別に調整をしなければいけない

ほどの差異をもたらしているものなのかどうかということについて、必ずしも説得力がある形
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で私どもには伝わっていないという点が一点あろうかと思います。 

 あと、先ほど飯泉委員の方からもありましたけれども、やっぱり皆様のご主張は非常にパタ

ーン化されて、いつもここで同じ論理を展開される。移行期の間はずっとこの主張をお続けに

なられるのかどうかというのが私は非常に疑問で、これを言い続けていますと、この移行期の

間は、皆さん方は非常にポジションをとりにくい立場にあるという気がするんですよね。 

 というのは、例えば、今回の住宅ローンの代理業務に関しても、手を組まれた銀行もあるわ

けですよね。それで、じゃ先にそういう戦略でいきましょうという銀行もこれから出てきて、

他に例えば別な形の協調関係が提案されてきた、あるいは皆さん方のどこかのお仲間の中から

協調関係を提案するところが出てきたという、これが恐らくこの移行期の中にどっと出てくる

んだと思うんですね。 

 そういう中で、表面的に常にこのロジックを、論陣を張り続けて皆さん方は対応されていく

のか。移行期の段階でも、むしろWIN-WINの関係を描く何か積極的な提案をされるべきではな

いのか、こういう形で自分たちの方と一緒に組めるんではないかとか、あるいは、例えばロー

ン債権の証券化なり何なりという地域で非常に詰まっている部分があるわけですけれども、こ

ういったところになぜゆうちょ銀行は出てきて一緒にやってくれないのかとか、何か積極的な

提案がもうちょっとあってもいいんじゃないかなという気がします。 

 あまりこれをずっとやり続けていますと、無駄に時間を費やしてしまうような感じがします

ので、少し柔軟なご提案ないしご発言をいただければありがたいなと思います。 

○冨山委員 前向きな話をちょっと。今の野村委員の最後の話とちょっと関わるのかもしれな

いんですけれども、逆に言うとゆうちょ銀行、かんぽ生命保険もそうですかね、非常に個性の

あるバランスシートになっちゃっているわけで、ということは恐らく民間の金融機関さんとの

関係で言うと明らかにリスクアシメトリーが、要するに持っているリスクの非対称性があるわ

けで、そのリスクの偏りはやっぱり、特にバーゼルⅡ的には非常に問題になってくると。 

 そうすると、これは当たり前、釈迦に説法ですけれども、偏っているリスクをそれぞれ違う

形で偏っていれば、それをエクスチェンジすることによって要するに企業価値が高められる余

地があると思うので、そこはどちらかというと新規にリテールでローンをとってくるというよ

りは、むしろ金融機関同士のリスク交換の議論なので、そういった部分というのは一応かなり

自由にできるようになっているんですか、なっているんですよね。もう既に証券ものに関して

は買えることに基本的にはなってくるんでしょうから、それは証券化を使って、あるいは直接

のローンのエクスチェンジでもいいんですけれども、そういうことはかなり自由にできるよう
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になっている流れですので、そういった仕掛けが何か出てくると非常にWIN-WINなのかななん

て、これもアイデアベースですが、思います。 

○早川代表取締役副頭取 先程野村委員が民間だったら10年後も示さないでしょうと、僕らは

まだ民間として見ていないので、したがってどこに化けるんだと、やはりこういう話になるん

ですね。 

○柴田常務取締役 官業であった郵貯の民営化であり、その説明責任として、少なくともグラ

ウンドデザインは示してほしいと思います。先ほどの意見のように精緻な数字を求めているわ

けではなく、大きな観点からの業務の姿を示していただきたい。その上で、我々はフィフティ

ー・フィフティーの条件の下で競争して切磋琢磨していきたいと思います。 

○田中委員長 それは西川善文氏以下の日本郵政の経営陣が、やっぱりちゃんとした説明とい

うか、できるだけ進路についてわかりやすく説明すること自身が民営化をより早く、株式の売

り出しも早くできることですし、それは投資家は評価するでしょうから、それは彼らの責任だ

ということをかなり知っていると思います。ただ、なかなかそれが出し難いというのが現状で

はないかと。それはいろいろな理由が積もり積もった歴史的なものもあります、ということだ

と私は理解しています。 

 それから、ご懸念の中で、今まで官業だったから金融庁が手加減するんじゃないかとか、内

部態勢が整っていなくても目をつぶるんじゃないかという、そうは言われなかったかもしれま

せんが、そういう意味合いからのご発言があったように思いますが、それはもうあり得ません。

それは金融庁に全く他の民間金融機関と同等の目線でやっていただかなければ、民営化の果実

を国民は享受できませんから、国民が民営化の果実を享受することができるかどうかが問題で

すから、それは経営陣が悩むことに対して容赦するなんてことは、民営化の果実とは反するこ

とですから、それは容赦なく、だから業務改善命令が山と積まれることだってあり得るという

ふうに我々は理解しています。だから、そうならないように経営陣は本当に頑張ってもらわな

ければいけないということなんです。 

○國部企画委員長 やはり一つ重要なポイントは、このゆうちょ問題の本質は、長々と官とし

て営業されてきて、非常に残高が積み上がって規模が巨大になっているというところにあるん

ですね。そのゆうちょ銀行が民間市場に入ってこられるということなので、ここをどう円滑に

融合していただくかというのがポイントでありまして、したがって我々が常に申し上げている

のは、規模を縮小していただきたいと。これは、郵政民営化委員会さんでも当然そういう認識

をしていただいて、所見の中にも入れていただいているわけですけれども、やはりそれをいか
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に市場に混乱を起こさない形でスムーズに行っていくかというところがポイントだと思います。 

 先程冨山委員がおっしゃったような点ももちろんありまして、私は５月のこの委員会で、例

えばということで定額郵貯の満期が来たお金を国債に振り向けるとか、そういった形等々を使

いながら、やはり規模を縮小していかれるということが必要なのではないかと。そこがやはり

この問題の一つの本質ではないかと思っております。 

○辻山委員 最後にちょっと短く、時間もないので。今のお話を伺って、やはり移行期という

のが一つ問題なのかなという感じがします。正常化するためには、できるだけ早く上場といい

ますか、ディスクロージャーの面でもそういった通常の正規のディスクロージャーのチャネル

が確保されるというのが重要だと思うんです。先ほどの暗黙の政府保証も含めて、上場に速や

かに、移行期が短ければ短いほどいいのかなという感じがします。 

○冨山委員 雑誌では、郵便局を信じるなと書かれちゃいましたからね。あれはいい記事なん

ですかね、暗黙の政府保証の解消という意味では。 

○田中委員長 私が当初申し上げたのは、何もこれから言うなという意味じゃなくて、もしや

っぱりそうだと、こういう挙証もできるというふうにおっしゃるんだったら、それはもちろん

何度でも、これは本当に重いテーマですから、お取り上げください。 

 本日はどうもお忙しいところありがとうございました。 

 続きまして、社団法人全国信用金庫協会、社団法人全国信用組合中央協会及び農林中央金庫

の３団体からお話を伺います。時間も各々５分程度ということでお願いしたいと思います。本

委員会に提出いただいたご意見については、次回以降の委員会においても調査審議の参考とさ

せていただきます。 

 本日は特に重点を置かれて、ここは是非主張したいということに関してご説明いただければ

と思います。 

 それでは、全国信用金庫協会から西川専務理事、鈴木常務理事にまずお願いいたします。 

○西川専務理事 それでは、お話しさせていただきます。 

 先程委員長からもありましたように、パブリックコメントについては提出をさせていただい

ておりますので、詳細はそちらをご参照いただきたいということで、本日は３点に絞ってお話

をさせていただきます。 

 第１点目は規模の縮小でございます。 

 これまでにも主張していることを繰り返すことになりますけれども、ゆうちょはこれまで官

業としての恩恵を受け、民間より有利な競争条件のもとで規模を肥大化させてきております。
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また、広範なネットワークを維持してきているということでございます。したがいまして、民

営化する際のゆうちょのあるべき姿としては、適正な規模まで縮小し、それによって流出する

資金は民間が活用していくと、そういったことが本来の姿ではないかと考えているところでご

ざいます。 

 しかし、残念ながら、既に移行期間がスタートしましたけれども、ゆうちょ銀行がどのよう

な道筋で規模を縮小していくのか、そういった点についてはいまだに明らかにされていないわ

けでございます。 

 私どもといたしましては、ゆうちょが本来のあるべき姿に近づきながら、民間金融市場に円

滑に統合されていくということのためには、郵政民営化委員会におかれまして、ゆうちょ銀行

に対してどのようなプロセスで資産規模の縮小を図っていくのか明示をすべきであると、そう

いった意見を述べていただく必要があると考えているところでございます。 

 ２点目は、公正な競争条件の確保についてであります。 

 ゆうちょ銀行は発足当初から政府保証のもとで築き上げた巨大な規模と広範なネットワーク

を受け継いで、民間に対してはるかに有利な条件でスタートしております。さらに、国民はゆ

うちょが政府の出資会社である限りゆうちょ銀行は潰れない、政府は潰さない、そういう認識

を続けておりますし、しかも今現在も100％出資ということであれば、さらにそういった思い

は強いと考えられます。 

 この点はこれまでのヒアリングでも議論したところでありますけれども、私どもはそういっ

た国民の認識は決して誤解とは考えておりません。仮にその点についてはおいたといたしまし

ても、貯金者と預金者等の認識・意識は一時点において瞬時に消えていくような性格のもので

はございません。政府保証はないというような広報を行ったとしても直ちに変わってしまう、

そういうものではないと主張してきているところでございます。 

 この点に関しまして、貴委員会は政府の広報によってこうした誤解を払拭させると、そうい

ったご見解であると認識しております。移行期間がスタートして２カ月あまりが経過したわけ

ですけれども、政府の広報活動自体、今申し上げたような点に力点が置かれているようにも感

じられないわけでございますが、政府が出資する以上、ゆうちょ銀行が破綻することはないと、

そういった預金者等の理解あるいは認識が本当に払拭されているのかどうか、貴委員会におか

れては、新規事業の審査に当たりまして、まずこのことを調査、検証をすべきではないかと考

えるところでございます。 

 ３点目は、貴委員会の意見募集についてでございます。 
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 意見募集を広く行うこと自体は大変結構なことだと考えております。貴委員会はゆうちょ銀

行の新規業務の認可申請に対しまして、第三者の立場で国に意見を申し述べることができる唯

一の機関でありますし、私ども民間金融機関の意見を聞いていただける、そういう意味でも唯

一の機関であります。 

 したがって、貴委員会におかれては、我々の意見をただ聞き置くだけということではなく、

意見を真摯に受けとめていただき、新規業務の認可申請に対する調査審議に反映していただき

たいということ。また、仮に私どもの意見が受け入れられない場合でありましても、委員会と

してのそれに対する何らかの回答なり考え方をお示しいただきたいと考えております。そうで

ないのであれば、こういったヒアリングが金融業界の意見を聞く機会を与えたといった、いわ

ば実績づくりにとどまっているという印象を私どもとして払拭ができないわけでありまして、

お互いに不幸と言わざるを得ないと考えております。 

 以上でありますけれども、若干繰り返しになりますけれども、１つ目が規模縮小の道筋を示

すよう意見を述べていただきたいということ、それから２点目が公正な競争条件の確保、特に

暗黙の政府保証について預金者等の認識・意識の検証を行っていただきたいということ、３点

目としてパブリックコメントに対してはきちんとご回答いただきたいと。これら３点につきま

して、貴委員会のご見解をお示しいただきたいと考えております。 

 以上でございます。 

○田中委員長 どうもありがとうございました。 

 続きまして、全国信用組合中央協会から倉澤専務理事、小安常務理事に来ていただいていま

す。よろしくお願いします。 

○倉澤専務理事 全国信用組合中央協会の倉澤でございます。よろしくお願いいたします。 

 早速私どもの考え方についてご説明申し上げたいと思いますけれども、意見書のとおりでご

ざいます。信用組合業界では、かねてより郵政民営化の目的はゆうちょ、かんぽという官業が

政府保証等に依存して行ってきた資金仲介により生じた金融市場の歪みの是正でありまして、

民営化の推進に当たりましては、国民の利便の向上並びに民間秩序の中への融解が極めて重要

なことであると考えまして、こういった個別業務ごとの新規参入の是非の審議に際しましては、

民間金融機関との公正な競争条件の確保、ゆうちょ銀行と郵便事業株式会社等との顧客情報の

遮断の必要性等につきまして、慎重にご審議いただく必要があると主張してまいりました。 

 公正な競争条件が確保されないまま業容拡大に走るということになれば、それは民業圧迫そ

のものでございまして、限られた地域を営業基盤といたします我々信用組合、ひいては地域経
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済に大きな混乱を及ぼすものと考えるからでございます。 

 しかしながら、仮にゆうちょ銀行が中小金融機関の機能を補完するようなビジネスモデルの

構築を目指すということであるならば、地域金融、地域経済への影響は軽微にとどめ得る可能

性はあるものと考えております。 

 今回の新規業務に係る認可申請につきましては、投資家の信認や投資対象としての評価を得

るための新規業務拡張路線の布石であり、大いに懸念いたしております。利用者のニーズを聞

くことなく株式上場を急ぎ、業容拡大のみを追求するようなことがあってはならないと考えて

おります。 

 公正な競争条件の確保の大前提であります暗黙の政府保証について、貴委員会は預金者等の

誤解に基づくものを払拭していくことが不可欠であるとし、そのためゆうちょ銀行はもとより、

政府においてもその払拭に向けて最大限の努力を行うべきであるとの表明をされておりますが、

政府等によるこれらの説明、広報活動等が暗黙の政府保証につきまして預金者等の意識を本当

に払拭しているのか、十分検証すべきであると考えます。 

 したがいまして、そのような検証が十分なされていない現状におきましては、今回の申請に

ついても従来我々が主張しております地域金融混乱防止等の観点から、政府出資が残る間は認

められるべきではないというふうに考えております。 

 郵政民営化法にもありますように、ゆうちょ銀行の業務範囲の拡大につきましては、他の金

融機関等の間に競争関係に及ぼす事情等についても考慮するということとされておりますので、

郵政民営化委員会における検討の際は、我々中小零細事業者等への資金提供を行っている信用

組合の状況等を十分ご理解いただきたいということと同時に、先程申し上げましたとおり、く

れぐれも地域の経済、金融に混乱の来すことのないよう、その適否につきまして慎重かつ適切

にご判断いただきたいというお願いでございます。 

 以上でございます。 

○田中委員長 ありがとうございました。 

 続きまして、農林中央金庫から宮園専務理事においでいただいています。よろしくお願いし

ます。 

○宮園専務理事 農林中央金庫の宮園でございます。よろしくお願いいたします。 

 それでは、しんがりでございますので、私どもからは農業金融系統を代表いたしまして、１

点だけ申し述べさせていただきます。 

 その前に、私どもの基本的な考え方につきましては、これまでの幾度かの意見書等で申し述
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べさせていただきましたとおり、前提条件となります規模の縮小、それから公正な競争条件の

確保がないまま新規業務への参入が認められるべきではないという私どもの考え方は全く変わ

っておりません。その上で、前回及び今回の新規業務認可申請に対する意見として述べさせて

いただいておりますけれども、実施計画で示されております新規業務全般に関する個別のスケ

ジュールを明確にして、時間軸を踏まえた影響度合いを見極めると、併せまして規模の縮小に

向けた道筋を示す、これが重要であると考えておりまして、そうした全体像を基にした検証が

ないまま、なし崩し的に個々の新規業務の認可が行われることは問題ではないかと考えており

ます。 

 民間の金融市場に全く影響を与えないということはあり得ない、ただそれが大きな弊害を生

むようでは民営化の趣旨に反する、こういう民営化委員会としてのご意見はそのとおりだと思

います。ただ、仮に１つ１つの認可申請の理由は合理的に見えたといたしましても、それら全

体を俯瞰した場合、本当に大きな弊害を生んでいないと言えるのかどうか、全体最適ではなく

部分最適になってはいないかと、こういうことでございます。 

 いずれにいたしましても、個々の積み上げで既成事実化されるような形での新規業務の認可

は誠に遺憾なことであると思いますし、将来的な議論が想定されます与信業務への本格的な参

入、さらには預入限度額の撤廃に至りましては、現在のようなやり方で認可申請がなされるこ

とは到底容認できるものではないと考えております。 

 誠に簡単ではございますが、私どもとしての意見を述べさせていただきました。よろしくご

意見賜りたいと思います。 

○田中委員長 ありがとうございました。 

 それでは、３団体からのご意見につきましての質疑をしたいと思います。 

 西川さんからヒアリングをこういう形で持っていることはただ聞きおくだけなのかというふ

うに言われました。この点について、私の見解をまず述べておきたいと思います。 

 郵政民営化委員会は、民営化の成功を図るため、民営化のプロセスについて監視を行うべし

ということから設置されております。法律には３つ書いてございまして、国民の利便の向上、

それから民間秩序とうまくやっていくこと、そして株式の完全処分を目指して、企業価値を高

めること。この３つを全部満たすというのは相当難しい話ですから、簡単な作業だとは思われ

ませんが、民営化の成功というのはこの３つがすべて満たされるようなところを見い出してい

く以外にないと。 

 したがって、我々がこういう新商品、あるいは新しい営業についてゆうちょ銀行が提案され
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て申請された時に、民間金融事業者の方々から意見を聞くというのは、当然のことながら先程

言ったのでいけば２番目の民間秩序との間にちゃんとした折り合いがつく、不幸なことは起き

ないのかどうか、それを公正な競争という視点から見るべしということで、これについてのご

意見を関係民間業界の方々から聞くわけです。 

 我々の意思決定は、その聞いた中でどういう形で我々の意見を取りまとめるか、民営化の成

功という先程申し上げました３つの視点の中で、我々がよかれと思って判断したことに理由を

付けて述べると、こういう手続になります。 

 したがって、皆様方から行っているヒアリングは、全部議事録は公開されますので、皆様方

がどういうご意見をお持ちで、どういう形で述べられたかは、これがどれだけアクセスしても

らえるかはともかくとして、論理的には国民の皆様に分かる。それを受けて、委員会がどう判

断したか、所見として出しますので、これも分かる。 

 もちろんそこには声を出したけれども、自分の声は反映していないというふうに受け止めら

れる可能性ももちろんあります。ただ、我々は国民の目線にとってこれが望ましいと思って所

見を作り、あるいは今後具体的な案件についての我々の判断を示すことになります。だから、

それは我々が責任を負っているわけでして、その有り様についてけしからんとか、不十分だと

か、あるいは根底的なところを誤解しているとかという批判が国民の一部の中にあったとして

も、それは残念ながらやむを得ない、そういうこともあり得べし。 

 １つ１つ、最後にはこの申請があったものについてイエスとかノーとか、あるいは留保条件

とかいうのを付けながら、１つ１つ我々が決めていくことを求められておりますので、それに

ついてご不満の向きも当然あると。しかし、全体として我々は民営化の成功を期すという、こ

の１点にかかわって責任を負っている、その責任を全うしたいと、こう考えているわけです。 

 ですから、これは歴史の単位で見ても大変な民営化の開始ですから、今日の皆様方のご主張

のように規模は大きいし、歴史的に見ればもっと早く転身しなければいけなかったものが転身

できずに、異常な積み上げになり、バランスシートがかくまで肥大化しているわけですから、

それはもう容易なことではない。容易なことではないけれども、しかしこれはもう民営化以外

の方法はない。民営化に当たっては、国会を通過した法案は先ほど言った３つのことを同時に

満たせと書いてあるという中でのこの切磋琢磨です。 

 ですから、自分たちが言った話は民営化委員会の所見の中に、あるいは具体的な意思決定の

中にも反映している、反映していないのは、それはもう個々にご判断ください。だけど、それ

は１つ１つについてご判断いただくのは皆様方にとっては当然のことなんでしょうが、我々は
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我々でこの委員会を引き受けた責任において、全体のプロセスについての所見を取りまとめる、

これが役割だというふうに思います。 

 したがって、ただヒアリングはしているけれども、自分の言ったことは反映しておらんぞと

いうことならば、それはいろいろなご意見があることが広く国民にわかるような仕組みとして

設置されているし、こういう委員会のヒアリングを持つというのはそういう趣旨。結論につい

ては委員会が責任を持つと。その責任については、１つ１つの意思決定について当然ご批判は

自由であります。けしからんと言われるのも、別に我々がとめたいと思っているわけではない。

そういうふうに批判されないような、納得していただける基準は出したいとは思っていますけ

れども、結果としてそれは満たせない場合もあり得べしということを前提にこの仕事を引き受

けているという関係でございます。 

 ですから、聞いているだけで行動しておらんなと、聞いたふりしている、格好つけるために

やっているのかと、もしそういうふうに思っておられるのでしたら、それは全く誤りであると。

そんなつもりは毛頭ありませんし、多分多くの方もご主張の向きと、委員会が決める所見なり

具体的なイエス、ノーの判断についても、それはそれとして、それはいろいろなお立場があり

ますのでいろいろあるんですが、格好をつけるために聞いているというようなことは、我々に

とって全く想定外のことですので、それだけ最初に申し上げておきたいと思います。 

○西川専務理事 あまり繰り返してもしようがないんですけれども、委員長あるいは郵政民営

化委員会としては、今おっしゃったような考え方でやっておられるということで、何の矛盾も

感じておられないのかもしれませんけれども、いずれにしても私どもが今おっしゃったことを

そのまま受け止めるとしても、やや先程申し上げたような印象を持っていると。 

 ただ、そういう印象を少しでも軽減するといいますか、そういったことを少しでも少なくす

るようなやり方が、現在のやり方以上にないのかどうか。そのあたりは、これまでのことはと

もかくとして、今回を含めて今後の皆様方のやりようについて、それなりにお考えいただけた

らと。 

 別に嘘をおっしゃっていると言うつもりはありませんけれども、そういうお気持ちの中で私

どもにそういう印象を持たれている、そのことについてお考えいただけたらということだけ申

し上げておきたいと思います。 

○野村委員 その件についてはよろしいでしょうか。申し訳ありませんが、中身の方でお話を

伺いたいんですけれども、この前の回にお越しになられた全銀協さんほか、地銀協さん、第二

地銀協さんも口を揃えて、規模が大きいので今後それをどうやって縮小していくのか示せとい
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うことをご意見としておっしゃっておられまして、今回も信金さんや信中さんも口を揃えてそ

ういうことをおっしゃっておられるんです。 

 私は不勉強でよくわからないので、ちょっと教えていただきたいなと思うのは、今歪んだポ

ートフォリオの銀行なわけですよね。放っておいてもこんな形で、例えば金利リスクをこんな

肥大に抱えた形のままやっていけるとは誰も思っていないわけですよ。 

 そうすると、このバランスシートはおかしいというのは自分たちが一番よくわかっているわ

けで、当然何とかして改善していかなければいけないと。そうすると、ＡＬＭの観点から考え

ていけば、自ずと縮小しかないだろうというのは多くの人が思っていることですし、そうなっ

ていくんだろうなという予想も立つわけなんですが、それをあらかじめシナリオのような形で

いついつまでにこうやって縮小しますとか、いつまでに小さくしますとか、大体最終の大きさ

はこのぐらいですとかということを文書か何かで言って、それにコミットしなければいけない

ものなのか。それとも大体方針としては、できることは一生懸命やっていきますけれども、私

たちの体質からいけばこうなっていくんでしょうねというアバウトな方向感というものが示さ

れていればいいのか。そのご期待の向きはどのあたりにあるのかということをちょっと教えて

いただきたいなと思うんですけれども。 

○西川専務理事 今おっしゃったようなことについて、最近の私どもの受けている印象として、

ゆうちょ銀行自身がある程度縮小せざるを得ない、それは今までの商品が変わっているわけで

すから、定額貯金がなくなって、商品性からしてそういうことはあるでしょうから、そういう

ことは考えていると思います。では、本当に縮小していく、あるいはある程度適正水準みたい

なものを想定して考えているのかというと、必ずしもそうではないわけですね。 

 ただ、その数字の水準として幾らが、何兆円が、何十兆円が正しいのか正しくないのか、適

正だとか何とかというところは、我々としても言いようがないんですけれども、ただ先程申し

上げたように、最近の印象としては、例えばこれはゆうちょ銀行の末端といいますか、現場で

の姿として、むしろゆうちょ、貯金をもっと確保しろという、あるいは増やせと、増やせまで

は言えないかもしれません、もともと減ると思っているものですから。それを減らないように

しなさいとか、この辺は本当にそういう政策がゆうちょ銀行としてとられているのかどうかわ

かりませんけれども、末端から聞こえてくる印象です。あるいは、投資信託を非常に今までや

っていたものを、投信よりもむしろ、満期が来たときにはそれを投信に乗りかえるよりも貯金

の形で残すように、そちらの方にウエートをかけなさいと。そういう営業政策をとっておられ

るんじゃないかなという、そんなことが聞こえて来たりするんですね。 
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 野村先生のおっしゃるように、水準をどこであれとか、いつまでにということがどこまで示

せるかという問題はともかくとして、要するに適正水準に持っていくというより、むしろただ

だらだらと、いつそういう水準になるのか、いつまでもそういう水準が見つからないまま、そ

れはもう自然体なんだからそういうことなんだという、そういう考え方で本当にいいんだろう

かと。 

 そもそも我々の立場とゆうちょ銀行の立場とは違うと思いますけれども、我々はそもそも今

の肥大した姿をできるだけ早く、その水準はともかく、適正な規模にしていただくことが競争

条件としても公正な競争条件の１つであると。それ以外の政府保証の話はまた別にして、そう

いうことを申し上げているわけで、その点について理解した上でそういうことをやっているわ

けでも何でもなくて、基本的には規模はできるだけ維持をする、減らさないようにするという

中で、それは減らざるを得ないから減っていく。そういうことなんじゃないかと思うんですね、

今のスタンスは。それでいいのかなということはあります。 

○野村委員 それだと何か経営者が下手くそという話のように聞こえて、要するに敵がもっと

ちゃんと考えればこういうふうに決めるのに、だらだらとやっているというような。 

○西川専務理事 それはだから経営判断だけの話じゃないと思うんですよ。我々の主張は、そ

もそも肥大化しているものを適正水準に持っていくべきだという基本的な主張なわけですから、

いやいや経営判断の問題ですよと、それはだからどんどん減らそうとするか、いやいや減らす

減らさないということは何もしないで、結果として減るかどうかと、あるいは減らさないよう

に努力をするんだと、それはどれをとるかは経営者の判断だけの問題ですという考え方もある

かもしれませんけれども、我々はそれはおかしいじゃないかと言っているわけです。 

○野村委員 わかりました。それで、それが経営判断で自ずとそうなっていくというシナリオ

ではなくて、人為的にそういう方向を目指せと言われている根拠はどこにあるんですか。 

○西川専務理事 そもそも今の規模は政府のバックアップを得て、残っている大きな蓄積をそ

のまま引き継いでいるわけですから、言ってみれば。それは適正水準まで下げるべきだという

主張から来るわけですから。 

○野村委員 それは、国家がそういうふうにすべきだということですか。レギュレーションと

してそういうふうにすべきだということでしょうか。 

○西川専務理事 いや、レギュレーションとしてというよりも、経営者がそうするように郵政

民営化委員会は意見を言えるはずですから、そういう意見をおっしゃっていただけませんかと

いうことを今日も言っているわけですね。 
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○野村委員 ということは、それが私たちのミッションに合っているかどうかということを考

えさせていただければいいということになるわけですね。 

○西川専務理事 ですから、まあそうでしょうけれども。 

○田中委員長 規模の問題は、明確に我々は申し上げていますけれども。 

○宮園専務理事 関連しまして、定量的に、あるいは時間を区切ってというアプローチは難し

いと思っております。１つには、我々が申し上げている暗黙の政府保証という、こういったこ

とを払拭する広報活動をもう少しやっていただくことによって、貯金者、預金者の貯蓄態度も

変わってきて、それによって落ち着くだろう。そういう努力を前向きにやっていただいて、そ

ういう道筋を示していただきたいというのが私どもがお願いしたいところの１つです。 

○田中委員長 政府広報のスケジュールは、わかっている限りで、ありますか。 

○木下事務局長 今までの民営化の時の広報は、基本的に民営化される事業体がやるというの

が原則でございました。今回については今の件がありますので、別途政府広報ということでも

対応しました。具体的にはちょっと今全部網羅して説明するわけにはいきませんが、テレビの

広告であるとか新聞広告とか、特別な措置を講じたということでございます。 

○西川専務理事 私どもの印象は、普通の銀行というんですか、ああいう広報は見かけますけ

れども、保証がなくなりましたよと、1,000万円までしかと、そういう広報はしているのかも

しれませんけれども、全然目立ちませんよね。 

 それから、前に、私の記憶では昨年の11月頃の民営化委員会で散々議論させていただいたん

ですけれども、要はそれをパーセプションというか誤解というか何というかはともかくとして、

いずれにしても意識・認識の問題だから、変化はあるとき突然起こるんじゃなくて、やっぱり

連続的な現象でしょうと。それは冨山先生も野村先生も、言葉の言い方とか何かは多少違うか

もしれませんけれども、基本的に私どもとそこは一致したと思うんですね。 

 ですから、連続的な変化の中で、どこまでそれが払拭されているのか、されていないのか、

それはそこのところをお互いにそのときには認めたわけですから、多分そのお考えは変わって

いないと思いますから、その状況を今競争条件が今どうなんだということの中の１つの要素と

して、それはきちんと調査したり検証しなければ、そういう判断自体がそもそもできないこと

になるんじゃないかと思うんですね。 

 広報したら解消しますよと言ったって、広報を始めた途端に３日で解消するわけでもないし、

１カ月で解消するわけでもないし、半年でも多分解消はしないですよね。それは８割、９割、

そういうかなり100％に近い方たちが、潰れるわけがないというふうに多分認識しておられる
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と思うんですよ。それをやっぱり検証すべきだという主張を私は今日の２番目ですか、申し上

げたわけなんです。 

○辻山委員 ちょっと１つだけ、質問という形で恐縮なんですけれども、今政府が株式を保有

している中でというご指摘だったんですけれども、仮に上場ということで政府の出資比率が減

る、あるいは全部無くなった、しかし国民がやはり潰れない会社なんだという理解が残ってい

たとしたら、それも暗黙の政府保証だと、そういうふうに考えるべきなんでしょうか。 

○西川専務理事 そうなんでしょうね。 

○辻山委員 上場後も。 

○西川専務理事 ですから、上場した時に、もちろん政府出資はある程度は放出すると思うん

ですよね。ですから、出資割合としては100じゃなくなりますよね、50なのか60なのかわかり

ませんけれども。そうしたら無くなるのかと言ったら、やっぱり連続的な変化の中で、その時

にどの水準になっているかというのは何とも言えませんけれども、少なくともゼロにはなりま

せんよね。 

 前に議論した時にこういうことを申し上げて、極端な議論をすると100なのかゼロなのかと

いう議論をしましたけれども、私の理解は多分ゼロになって以降に本当に解消するんだと思い

ます。ゼロになるまでは、どういう形でか必ず残っているに違いないと。ゼロになって一定の

期間、どのぐらいの期間かわかりませんが、本当にそれはそうですねと、政府の出資が無くな

ったし、保証も1,000万円までということで、これは国民意識の中に完全に定着した。その時

に本当にゼロになる。 

 確かに、０．何％とか１％とか残っているのを、これはまだ残っているんだと主張するかど

うかという、それは非常にマイナーなものですから、それは誤差みたいなものだから、そんな

ことまでは言う必要はないかもしれませんけれども、やはりそういう連続、どういう曲線かわ

かりませんよね。尻下がりになるのか、一旦落ちてどこかで高どまりするのか。それはやはり

検証していただく必要があるんじゃないでしょうか、１つの大きな要素として。 

○冨山委員 やっぱり多分こういうスペクトラムなんだとは私も思います。先程の農中さんの

議論ともちょっとかぶるんですけれども、冒頭の幾つかの目的がありましたよね、民営化その

ものの。その目的をやっぱり全部バランスをとってクリアするということになってくると、ゼ

ロになるまでおよそ例えば新しい業務、ゼロにならないと公正な競争条件は確保されていない

ので、およそ新規業務はだめですよというロジックをとってしまうと。要するにこの当該ゆう

ちょ銀行というのは、世界にも希なる歪なバランスシートのまま上場するということに、多分
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上場に挑戦するということになると思うんですよ。私も市場のことに関しては素人ではないの

で、多分普通は市場は評価しないですよね。 

 要は、結局いつになったら政府の暗黙の保証なるものがゼロになるかわからないから、半永

久的に、ひょっとしたらいつの段階まで公正な競争条件を確保されるかわからないということ

になるとすると、それは市場から見たら到底評価できない株式の発行体ということになります

から、恐らくそのすべての問題が多分スペクトラムの中で議論せざるを得ないんだと思うんで

すよ。 

 そういう意味で言うと、要はこういったいろいろな問題、規模の問題、あるいは公正な競争

条件の確保というのは、やっぱりこれはゼロ・イチではなくて、恐らく連続的な概念なんだろ

うなと。連続的な中でいろいろなバランスをとりながら、ある段階で上場せざるを得ないです

し、その上場する段階においては、投資家から見てそれなりに評価できるというような事業と

しての自由度とそれの準備がないと、それはやっぱり株式が評価されませんよね。 

 もっと言ってしまうと、現状は国有の会社ということは、言い換えれば国民が持っている会

社です。ということは国民資産をできるだけ高く売却するという国民の利益もこれも公益です、

明確な日本国民の経済の利益です。これも民営化法の明確な目的になっているわけですよね。 

 そうすると、そこはどうしてもあるバランスがあるので、もし仮にここの議論というのが非

常にデジタルな論理構成になっていて、規模の縮小は、私だとちょっと観点が違う、公正な競

争条件だと全くそのとおりなんで、公正な競争条件というのは例えば政府の株式の保有率がゼ

ロにならなければいけない、あるいは暗黙の政府保証というのがどういうパーセプションにお

いてもゼロにならなければいけないということになると、これは現実問題として100％上場は

できないということになります。ということは、やっぱりこれもすべてスペクトラムの中の議

論に私は終焉すべきだと思います。 

 だとすると、もしここで展開される論理構成が、先程申し上げたような要するにゼロ・イチ

の議論で新規業務の認可も考えてくださいということになると、恐らくずっと平行線の議論に

なっちゃうような気がするんですね。だから、それはやっぱり私はスペクトラムな議論をすべ

きなんだと思っているんですが、その辺はそういうふうに、ちょっとこれだけ読めない部分が

あったので、その辺は逆にどうなんでしょうか。 

 公正な競争条件というのはものすごく厳格なものであって、とにかくパーセプションもゼロ、

暗黙の政府保証もあらゆる国民の隅々の人にわたるまでそういう誤解が無くなってきて、政府

の持株がゼロにならないとそれは消えないんだという議論になっちゃうと、郵政民営化法の書
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いてあることというのは多分実現不可能ということになるので、その議論をするんだったらあ

の法律をやっぱり変えましょうという議論になっちゃうので、多分それは我々の領域を超えち

ゃうんですよね。 

○倉澤専務理事 私も今回こういうところに初めて出席して、これまでの議論を読ませていた

だきまして、相当な議論があったなというふうに感じているんですが、おっしゃるとおり、完

全に民営化、上場しましたと、それでゼロになるかと言ったら、それはならないですよね、多

分ならない。 

 したがって、我々が主張しているのは、これはこれまでこういうヒアリングでも述べたと思

うんですが、完全に民営化されたらそれはもう競争の世界ですから、とやかく言う話ではござ

いませんねということは、我々は確かこういう場で言っていると思います。ただ、その間にお

いてはやはりくれぐれも慎重にご検討をお願いしたいなということを重ねて申し上げておくと

いうことを。 

○田中委員長 それは法案もそう言っているんですね。だから、その間については民営化委員

会が設置され続けるわけですから、それはちゃんと見ろと、民営化過程をちゃんと見なさいと

いうふうに書いてあります。 

○倉澤専務理事 そうですね。そうしますと、結局いわゆる完全民営化されるまでは、やはり

暗黙の政府保証というのは、度合いがどのぐらいかわかりませんけれども、それはあると。あ

るということは公正な競争条件のベースにはなっていないと。 

○冨山委員 なっていないということになっちゃいますと、そうすると政府株をゼロにするま

では上場できないということになっちゃうんですよ。でも、上場しないと政府株の放出はでき

ないわけですよ、誰がどう考えても。 

 そうすると、結局その手続的に、これだけの規模の企業の株を政府が売却する時に、要する

に上場しないで売却するということはまず不可能ですから、そうすると手続的に今おっしゃっ

ているような議論だとすれば、それは何か方法的に発明していただいたらすばらしいんでしょ

うけれども、多分それはあり得ないでしょう、上場をすっ飛ばしてそれができるということは。 

○野村委員 少し緩和されたところで少し業務が展開されていくという論理はとれないんです

か。どうして完全民営化から必ずしも不連続であって、減っているのか減らないのかも分から

ない、もしかすると横でずっといくのかもしれませんが、完全民営化になったらもう100でオ

ーケーですと、それで完全民営化になる前はゼロですと、ゼロイチの議論になるのはどうして

なんですか。 
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○倉澤専務理事 ゼロにはならないんでしょうね。 

○野村委員 ですから、それまでの間に多少減るように、実際に民営化というのが行われてい

るわけですから、民営化前とは様子が少しずつ変わってくるでしょうと。その少しずつ変わっ

てくる中で、適切な範囲内での新規業務が許容されていって、それが上場の可能性につながっ

てくるという、こういうシナリオにはどうしてならないのかなと思うんですが。それまでは一

切だめだというのはどうして、どこから出てくるのかが分からないんですが。 

○倉澤専務理事 先程規模縮小の議論が出ておりますけれども、例の実施計画の中で、これは

23年度末164兆円というような数字がございますけれども、我々信用組合業界として今現在166

組合でございますが、これを束ねても預金が16兆円余りと。そう考えますと、これは極めて天

文学的な規模なんですね。 

 したがいまして、やはりこういう形で今のような状況で参入してくれば、それはどう考えて

も大きな混乱があるだろうというふうに考えざるを得ないわけです。したがいまして、我々が

言っていますのは、こういう入り方じゃなくて、今先生のおっしゃるように、何か入り方みた

いなところで１つ言っているのは、そうした機能の補完みたいなところのビジネスモデルで参

入するような、そういうものをとっていただけないかなということをかねてより主張している

わけでございます。 

○冨山委員 戻っちゃいますけれども、我々として出した指針中に、例えば皆さんとストレー

トに競合するような、例えば相対ベースの中小企業というのはやっぱり順番としては後でしょ

うねというのは、意見の中で我々も書いているわけですよ。 

 それはその問題があるからそういう書き方をしているわけで、ただまた戻っちゃいますけれ

ども、それこそ怪しげな方法で民間の人にボコボコと払下げで株を売らない限りは、これだけ

の規模の金融機関の政府株を全株公正に売却するというのは、絶対手前で上場せざるを得ない

ということになるわけですよ。 

 そうすると、上場してかつ株式、政府株を全部放出するまでは、一切今のバランスシートの

形を変えるなということになると、それは多分現実問題として不可能な手続になってしまいま

すから、そうするとやっぱり現実的に郵政民営化法の趣旨というものを考えたときに、かつ国

民の資産であるところの金融機関というものの企業価値をできるだけ高く売却して、国民に対

価を返していくということを考えると、それはやっぱり政府保有がある段階においても、場合

によっては上場する前であっても、段階的に業務の領域を緩和していくという方法をとらない

限り、それは絶対に不可能なんですよ、誰がやったって。少なくともその地平は共有していな
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いと、ずっと非生産的な議論が続いてしまうような気がしてならないんです。 

 我々なりに、ずっといただいている議論というのは、現時点で消化するやり方としては、

我々の意見書としてはそういった方向性を出しているわけですよね。できるだけ市場価格のあ

るものからやってください、できるだけ定型的なものからやってください、逆に言うと相対の、

ある意味では目に見えないところでダンピングができるような、あるいは大きさというものに

すごく安易に乗っかった商売ができるようなことは、できるだけ後にしましょうということで

やっているので、そこの地平は基本的なところはやっぱり共有しておかないと、多分この後の

個別認可のところで議論していくときにすごく噛み合わないような感じがしていて、そこは非

常に懸念を持っているところです、正直言って。 

○野村委員 先程もご発言があった補完というのは我々も関心を持っているわけなんですが、

何が行われれば補完なのかという具体的なことが、例えばローン債権を証券化して、それを地

域の外へ皆様方が抱えているローンを例えば組み替えるということがご希望なのか、それとも

例えば、住宅ローンを今回幾つかの金融機関と提携されると言っていますが、それをもっと幅

広に提携というのをやっていっていただきたいというご趣旨なのか。そこの補完の部分をもう

ちょっとクリアな形にしていただければ、それが先程私どもが描いているシナリオの中で優先

順位のあるものにフィットすれば、それがまたもしかすると解決の糸口なのかもしれないと思

うんですが。 

○倉澤専務理事 確か以前の発言の中で共存みたいな議論があった時に、今先生がおっしゃる

ようなそういう保証とかそういうものも。ただ、大前提がやはり官業の払拭みたいな、暗黙の

政府保証の払拭という前提を置きながら、そういうものを確か我々の業界から示したことがあ

ると思うんです。 

 今日お話しした中で特に入り方の問題なんですが、やはり我々がやっております限られた地

域の中で、いわゆる組合組織の業態といたしまして、必ずしもそういう地域の中で目の届かな

いようなところも多分あるんだと思うんです。そういうようなところを、まずゆうちょ銀行さ

んがある程度、真に顧客利便というような観点で、いわゆる補完していくような、きわめて端

的に言えばそういうような入り方があるんじゃないのかということを考えているわけでござい

ます。 

○西川専務理事 ビジネスモデルの問題ですから、こういうビジネスモデルにしなさいとかあ

あしなさいとか、我々は言う立場じゃないと思うんですよね。ただ、見ていますと、結局独自

のビジネスモデルを掲げてそういう銀行になろうとしているというよりは、今まで民間の金融
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機関が取り組んでいたことの中で、つまみ食いで、これは割合ノウハウがなくてもやれそうだ

とか、そういうやれそうかやれそうじゃないか、収益が上がるか上がらないか、そういう観点

だけで、要は民間の世界に競合をあえてしながら、そういう銀行になっていこうとしているよ

うにしか見えないようなところがあるわけです。 

 それは、我々にこういうビジネスモデル、ああいうビジネスモデルということを提案しろと

言われても、立場と条件が違いますから、それはゆうちょ銀行自身で考えるべき話であって、

あれこれ言うべきものではないと思いますけれども、ただそれにしても、要は民間の銀行が今

までやっている分野に、どういう順番でということがあるかもしれませんけれども、段々と進

出・浸食をしてきているというふうに、そんな印象を持つわけです。 

○野村委員 今のお話ですと、新しい道具を得るという問題と、道具の使い方の問題というの

があるような気がしまして、貸出というのは今まで道具として持っていなかったと。それを例

えば道具として貸出という業務をやらせるかどうかという抽象的な議論がどうしてもここでは

行われてしまうわけなんですが、与えた武器をこういうふうに使ってほしいというのはご希望

の部分で、簡単に言えば自分たちの貸せていない部分を貸してくれるんだったら、それは相互

補完になるかもしれないけれども、自分たちが主として得意としている分野のところは、そこ

はお互いにちゃんと遠慮し合ってやってほしいと。そういうご意見であれば、それは道具の使

い方の問題だというような感じもするんですよね。 

 そこがどうなるかというのは別途おきますと、抽象的に貸出に関わるそういう性質を持って

いるものを道具として与えては一切いけないのかという議論を、私らとしてはちょっとやらざ

るを得ないところもあるわけで、そうしますと、そこを開いた後に、共存共栄の関係を作って

いっていただくのは、もしかすると皆様方とゆうちょ銀行とのコミュニケーションの中で、新

しい道具をもらったときにはこういうふうに使ってもらうとお互いにうまくいくんじゃないか

ということのご提案なり、あるいはそこで協調なりというものが、むしろ企業努力して行われ

ていくべきなんじゃないかなという感じもするんですけれども、そういう可能性というのはあ

るんですか。もちろん独禁法を遵守することは大前提ですが。 

 例えば、一緒のテーブルに着いて、もしこういうことをやるんだったら、ここは一緒にやっ

ていける部分だとか、ここはすみ分けていける部分ではないかというようなことを一緒に議論

するという機会はあるんですか、全くないんですか。 

○西川専務理事 ですから、それは基本的な原則的な主張について、確かに競争条件だっても

う同等になりましたねと、そういうことであれば、ある種の公正取引に触れる調整をするとか
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でない限り、お互いにいろいろな形で意見交換なり何なりを、あるいは提携だって、そういう

ことだって含めて、それは考えられないことはないと思うんです。 

○辻山委員 結局また元のところにもう一度戻ってしまうんですね。今日の議論の最初に。 

○西川専務理事 それはですから、スタートした時にそういう姿なんですから、そのことを姿

が違うように見ろと言われたって見えないわけですよね。こういう姿でスタートして、何が変

わったかって、ほとんど変わっていないんですから。 

○冨山委員 郵政民営化法もあるわけですよね、冒頭田中委員長が言われたように。これはみ

んな与件ですよね。 

○西川専務理事 それはそうですね。 

○冨山委員 それはだめなんだとはここでは言えない立場なんで、民営化法の趣旨そのものは。 

○西川専務理事 だめだと思っても、現に法律があるものを。 

○辻山委員 完全民営化に向かってのプロセスに踏み出しているという、完全民営化というの

は株式が全部民間に行くという、そのプロセスですから、そのプロセスの１歩目で要するに完

全民営化されていないから何も認めるなという、そのロジックでやると、今後もちょっと不毛

な議論になるのかなということになります。 

 要するに、民営化を前提にした上で、できるだけプロセスのステップを早めるという議論を

していかないと。今日の議論も結構実り多いのかなと思って聞いておりましたが、いままた最

初に戻ってしまって、要するにこうだというのが今日の第一声目と全く同じ発声なのでちょっ

とびっくりしました。 

○田中委員長 議論もまだまだこれで終わるわけじゃないんですが、時間も超過しています。

また具体的な案件について皆様のご意見を伺うということは当然ありますので、委員会を注視

していただいて、そして次回のこういう機会がありましたら、またお出ましいただければと思

います。本日はお忙しいところありがとうございました。 

 どうも大変お待たせしまして申しわけありません。続きまして、社団法人生命保険協会に伺

います。 

 恐縮ですが、時間の関係上５分程度でお話しいただきたいと思います。本委員会に提出いた

だいたご意見につきましては、次回以降の委員会においても調査審議の参考とさせていただき

ますが、本日は特にこの点だけはぜひ主張したいというところに絞ってお話しいただきたいと

思います。 

 生命保険協会から西岡副会長においでいただいております。よろしくお願いいたします。 
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○西岡副会長 生命保険協会の西岡でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

 それでは、早速でございますが、資料の説明から始めさせていただきます。 

 お配りしております資料の第１ページですが、かんぽ生命に対する基本スタンスというペー

ジです。かんぽ生命に対しましては、他の会員各社との「協調」と「競争」が協会の基本スタ

ンスになります。「協調」につきましては、各種情報提供、システムの共同利用などによるか

んぽ生命の態勢整備への協力、診断書の電子化や税制改正への対応などの協会の取組みでの協

力といったことを既に行っており、今後もこうした関係を続けてまいりたいと考えております。 

 一方で、健全な「競争」を行うためには、政府出資等による信用補完の解消などの公正な競

争条件の確保、引受・支払・コンプライアンスなどの適切な態勢整備が前提となります。これ

らを適切に行うことにより、消費者利益と生命保険業の発展につなげていくことが重要である

と考えております。 

 では、２ページ目をお願いします。 

 かんぽ生命の新規業務については、とりわけ今申し上げました「競争」に関係する事項が重

要であると考えております。郵政民営化の基本方針や郵政民営化法、あるいは郵政民営化委員

会からの昨年末に公表されました新規業務の調査審議に関する所見を見ましても、市場競争を

歪めないための公正な競争条件の確保、生命保険業の健全な発展のための適切な態勢整備が前

提となっていると認識しているところです。 

 ３ページ目です。 

 第１点目の公正な競争条件の確保につきましては、民営化法第138条に規定されております

ように、持株会社である日本郵政株式会社の議決権保有比率が競争関係に影響を及ぼし、適正

な競争関係を阻害する要因となり得るものと考えられます。したがいまして、その議決権保有

比率が100％から変わっていない状況の中、かんぽ生命が新規業務を実施することは基本的に

は認めるべきではないと考えております。 

 ４ページ目に移ります。 

 ２点目の適切な態勢整備につきましては、新規業務の調査審議に関する所見を見ても、最も

重要な視点として示されました利用者利便の向上が達成できるかどうかといった視点で考える

必要があります。仮に利用者利便の向上を目指した新規業務を実施する場合であっても態勢整

備が不十分であれば、かえって利用者利便を低下させるばかりか、お客様にご迷惑をおかけす

ることになりますので、適切で十分な態勢整備を行う必要があります。 

 ５ページに移ります。 
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 その態勢整備を考えるに当たってですが、従来の簡保が小口・無診査・即時払いを特長とし

てきたことから、引受・支払リスクが高い、お客様への十分な説明が必要となる、医療・保障

商品等に拡大する場合には、お客様の視点に立った医的体制、アフターフォロー体制等の態勢

整備が必要となります。 

 例えば、商品説明能力の向上、苦情・相談体制の強化、アフターフォロー体制の充実、支払

管理態勢の充実など、契約時から支払時に至るまで、業務運営態勢の整備・強化やお客様への

情報提供の充実が求められます。 

 既存の生命保険会社は、今回の支払問題につきまして、事務体制の構築やお客様への情報提

供が十分でなかった点について深く反省し、二度と同じご迷惑をおかけしないという決意のも

とに、お客様の視点に立った態勢整備の構築などに取り組んでおります。協会としても、６ペ

ージに参考としてお付けしておりますような取組みを実行し、会員各社の取組みの後押しをし

ているところでございます。 

 かんぽ生命におかれましても、態勢整備の重要性を十分に認識いただき、他の生命保険会社

と同様に支払管理態勢の整備・充実に向けてお取り組みいただくことが、お客様の利益の確保

及びかんぽ生命の信頼性維持、ひいては生命保険業全体の発展につながるものと考えておりま

す。 

 ７ページをご覧ください。 

 左側が簡保、右側が民間生保における新契約高、保有契約高、事業費の推移を表しておりま

す。簡保、民間生保ともに業績はピーク時から大きく落ち込んでおりますが、民間生保の事業

費の低下に比べ、簡保の事業費はやや高止まりしております。仮に民間生保と同様にピーク時

の63％まで事業費を削減した場合には、平成18年度で計算しますと、約1,200億円程度の収益

向上が可能となります。 

 新規業務の検討に際しましては、先程申し上げました態勢整備とともに、まずは効率化によ

って収益性向上を図るべきと考えております。 

 最後に８ページをご覧ください。 

 今般認可申請されました入院特約の見直しについて意見を申し上げます。 

 入院特約の見直しについては、これまで申し上げてまいりましたことに留意していただきつ

つも、とりわけ適切な態勢整備が重要になると考えております。資料の右側にお示ししており

ますのは、厚生労働省の統計調査から短期入院の発生割合などを計算したものです。日帰り入

院、公的医療保険制度の対象となる手術への給付対象の拡大により、それぞれ２割から３割程
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度の給付請求件数の増加が予想されます。今回の見直しは保険事故発生割合が高い部分でござ

いますので、先ほど申し上げましたような給付件数、金額の増加に備えるリスク管理態勢や支

払管理態勢の充実が、とりわけ現行の支払態勢の抜本的な転換も踏まえた支払態勢の拡充が必

要であると考えております。 

 生命保険協会からの意見は以上でございます。 

 どうもありがとうございました。 

○田中委員長 どうもありがとうございました。 

 それでは、質疑としたいと思います。 

 1,200億円の収益向上とか、それから請求件数の増え方についてのご示唆とか、大変有効な

視点をご教示いただき、ありがとうございました。 

○野村委員 今の民間の保険の入院特約の状況を教えていただきたいんですけれども、民間保

険会社の方では、ほぼ日帰り入院からというような段階に変わっていると理解してよろしいの

でしょうか。 

○西岡副会長 そうですね。そういうふうにご理解いただいて結構です。 

○野村委員 そうしますと、この短期入院の割合というのは今厚生労働省の調査結果となって

いますが、保険会社サイドの方としては、実際に保険金請求を受けた増加の割合とかというの

は統計としてお持ちになっているんでしょうか。 

○西岡副会長 入院日数別の統計は残念ながら持っておりません。 

○辻山委員 本日のご主張の８ページもそうなんですけれども、今回の入院特約の見直しにつ

いて、従来かんぽの方が民間の商品に追いついていない部分ですよね、この辺は。ですから、

民間並みにするということだと思うんですけれども、今ご指摘の経営の効率化とか、そのこと

との直接的な関係についてもうちょっと具体的に教えていただけますか。これが民間並みに追

いつくと効率化が阻害されるとか、効率化をしない限り民間並みにしない方がいいんじゃない

かという、そういうご主張。 

○西岡副会長 そういう主張ではありません。７ページは少し異質なものが出てきた感じです

けれども、かんぽ生命の将来のために新規事業をやらないといけないというご要望があるわけ

ですけれども、将来のためにはまだその前にやることがあるんじゃないですかと、特に効率化

の面ではいかがでしょうという意味で出しております。 

 それから、一方で、入院特約の見直しについては商品性の見直しですので、これはこれで当

然あるわけですけれども、ただその場合でも、どちらかというと事務体制を整えることが重要
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です。それはある意味ではコスト増にもつながることですので、どっちを重点的にするとかい

うことではなくて、両方並行してということです。 

○野村委員 もちろん両方目指してもいいということですよね。 

○西岡副会長 両方目指してもいいということですが、とりわけ私どもが今回心配しているの

は、残念ながら私どもも大変申しわけない事例で、特に医療保険を中心とした特約の部分での

支払の不備ということで大変ご迷惑をおかけしまして、その結果、それを調査する中でいろい

ろな問題点が分かってきたと。いわゆるお客様の立場に立った事務体制になっていなかったの

ではないかとの反省を踏まえて、一遍に出てきたのではなくて、その調査の過程でいろいろな

対策を出して、６ページに書いているような対策を出しているわけですけれども、特にかんぽ

さんの場合、量的にもかなり大きな量ですので、支払態勢のところの点検といいますか、具体

的には今の支払態勢の点検もきちんとやった上で拡大をやっていかないと、大変重大な問題が

起きる可能性がありますよという意味で申し上げているということです。 

○野村委員 民間の生保さんの場合は、入院と通院というのは、お客さんが皆さん誤解してい

て、入院で請求したら、その入院後の通院についても払ってもらえるものだと思っていて、別

途請求しなかったということが大きな問題の一つだと思います。そういう意味では、今回直す

のは日帰り入院からというやつですので、ある意味では入院という概念そのものの拡張という

ことではあるかなというふうに思います。 

 ご指摘はよくわかりまして、支払のところで態勢の整備が必要だということは、ご指摘のと

おりだと思います。 

 いかがなんでしょうか、例えばもしこれを認可すべきではないと、つまりずっと民間とは違

った感じの入院特約をそのまま維持すべきだということをおっしゃっておられるわけではなく

て、これを売れる態勢がまだ整っていないのではないかというご主張だと理解してよろしいで

すか。 

○西岡副会長 基本的には先生のおっしゃるとおりで、全面的に否定するものではありません。

ただし、まずここでは特に今回の申請に関してはやはり態勢整備ということが非常に重要な点

であるので、そこを強調していると。ただ、そのもう一つの方の公正な競争条件といいますか、

それはそれで一方で立てているんですけれども。 

○野村委員 そこをちょっと具体的に言いますと、どういう感じでしょうか。 

○西岡副会長 ここにもくどくどと書いていますけれども、やはり政府の株式保有のある間は、

やはり暗黙の政府保証といいますか、そういう部分が残っている間は、商品そのものの改定に
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ついては少し疑問があるのではないかということです。 

○野村委員 それはやっぱり潰れないと国民がみんな思っているだろうということですか。 

○西岡副会長 そうですね、いろいろなかんぽさんご自身の努力とか、あるいは今後のＰＲと

かによって、その辺の誤解といいますか、ギャップは少しずつは解消されていくとは思います

が、まだまだ10月に民営化したところでもありますし、実際に生命保険文化センターのアンケ

ートとかを見ましても、アンケートをする前にきちんと今後のかんぽは国営でありませんよと

か、政府保証はありませんよとかいうことを説明した上でも、かんぽと民保とどっちを選ぶか

ということに対して、やはり安心感、国営であった安心感といいますか、そういう理由でかん

ぽに入りたいというアンケートの答えがまだ相当数残っておりますので、一般の民間の方の気

持ちとしては絶大なる信頼感があると思っています。 

○田中委員長 私どもが民営化プロセスを調査審議する上において、いろいろなご示唆をいた

だきまして、今日はありがとうございました。 

 大変お待たせして、申し訳ありませんでした。 

○西岡副会長 ありがとうございました。よろしくお願いします。 

○田中委員長 続きまして、今日出席を賜りました団体以外からのご意見がありますので、事

務局から紹介をお願いします。 

○金井事務局参事官 最後の資料３－３でお配りしてございます「株式会社ゆうちょ銀行及び

かんぽ生命保険の新規業務に関する郵政民営化委員会の調査審議に向けた意見募集の結果」と

いうことで、まず１ページは一覧表にしてございますけれども、１のゆうちょ銀行のところは

９団体、それから２のかんぽ生命につきましては３団体から意見が出されております。※印を

付しております意見につきましては、今までのヒアリングで示されておりますので、次のペー

ジ以下にはその付されておりません在日米国商工会議所、それから全国生命保険労働組合連合

会、これはゆうちょとかんぽそれぞれについて意見を出しております。それから全国共済農業

協同組合連合会、これもやはり両社について出しておりますが、意見を付しております。 

 おめくりいただきまして、在日米国商工会議所のコメントということでございますが、１ペ

ージ目の中ほどから住宅ローン等の代理業務認可についてということで意見を述べられており

まして、恐縮ですが１枚おめくりいただきまして、２ページの上から２つ目の「たとえば」の

段落、３行目の後の方からですけれども、「認可申請の内容からすると、銀行商品だけの代理

販売をゆうちょが行うこととなり」、少し飛びまして、「利用者の選択肢が限られてしまう」。

３行ほど飛びまして、「規制上の対等な競争条件を実現し、利用者に最大の選択肢と利便性を
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確保するという両方の目的を達成するためには、ゆうちょが銀行だけでなく法律上認められた

他の業者の商品も取り扱うことが望ましい」としております。 

 次に、クレジットカード業務についてということでございますが、この真ん中からちょっと

下のところですが、段落の初めの４行目の終わりからですが、「このような認可の結果、金融

業界における競合の激化という問題だけでなく、ゆうちょ自身の健全性への影響といった問題

が生じる」としていまして、おめくりいただきまして３ページ、上から２つ目の「このよう

な」の段落の２行目ですが、「重大な損害が発生するリスクを最小限に抑えるために、ゆうち

ょが残高を増やすにあたっては徐々にこれを行うものとし、かつ、残高に応じたシステムを構

築し、経験を蓄積していることを証明できる場合に限り、残高を増やすことができるとすべき

である。また、新規の業務分野の財務面や与信業務面を管理するために必要なインフラ整備が

確実に行われていることや、巨大な新規市場参入者を適切に監督する体勢が整っていることな

ども必要である」。２行ほど飛びまして、「認可申請の内容全体が公開され、ゆうちょのリス

ク管理インフラでクレジットカード業務に関わるリスクに対処できるかどうかを誰もが評価で

きるようにすべきである」とされてございます。 

 この一番下の２行ほどですが、「むしろ、ゆうちょのクレジットカード業界への参入は、競

争の不公正性から生じるリスクを軽減するような対策を条件とすべき」としておりまして、お

めくりいただきまして、４ページの上から３行目からですが、「ゆうちょに対等な当事者間を

前提とした市場価格を支払わせるために、日本郵政グループ企業との契約の一切を見直すこ

と」、１行半ほど飛びますが、「市場原理に基づく資金調達コストを支払うこと」、１行ほど

飛びまして、「ゆうちょの規模と市場競争力の濫用に対する予防策を施したうえで事業計画が

実施されるべく公正取引委員会が慎重な検討を行うこと」、１行ほど飛びまして、「また、信

用調査機関の利用と報告、豊富なクレジットカード業務経験を持つリスク管理担当者の確保、

不正発見システムの導入、十分な引当金準備の確認といった、適切な与信システムの確保を条

件とすべきである」。 

 「最後になるが」としまして、２行ほど下にいきまして「パブリック・コメントの募集期間

が短いと考えている」。また、２行ほど飛びまして、「また、認可申請の概要だけでなく、認

可申請の内容全体がパブリック・コメントのために公表されるべきである」。最後ですけれど

も、「新規業務計画の検討を意義深いものにするためには、概要だけでなく、詳細な情報が必

要である」とされております。 

 おめくりいただきますと５ページ目でございますけれども、全国生命保険労働組合連合会の

－   － 62 



コメントでございます。 

 まず、ゆうちょ銀行の変額年金の募集業務に対する意見ということでありますが、真ん中か

ら少し下の「なお」の段落ですけれども、「郵政民営化にあたっては、「経営の自由度の拡

大」が「民業圧迫」を招くことなく推進されることが重要とされておりますが、その点、貴委

員会は極めて重要な役割を担っているものと認識しており、かかる観点から、慎重に審議され

ることを切に要望いたします」とされております。 

 このページの一番下ですけれども、具体的な意見ですが、「ゆうちょ銀行の変額個人年金等

生命保険募集業務認可申請については」とございまして、おめくりいただきまして、「少なく

とも政府による株式保有の解消等を通じた完全な民営化がはかられない限り、認可すべきでは

ないと考えます」と。「また、ゆうちょ銀行において十分かつ適切な募集・管理態勢の整備等

がはかられない限り、変額個人年金等、リスク性の高い商品を取り扱うことは認めるべきでは

ないと考えます」。 

 理由でございますが、２つ目の最後の黒ポツですけれども、「変額年金保険は、契約者のリ

スク負担も想定されることから」、少し飛びますけれども、「募集・管理態勢等の整備・強化

等が求められているものと受けとめています」。１行ほど飛びまして、「消費者保護の観点か

らも、変額個人年金等生命保険募集業務を認めることは拙速であり適切ではありません」とさ

れてございます。 

 ７ページ目でございますけれども、生保労連のかんぽ生命の新規業務に向けての意見でござ

います。 

 中ほど下ですけれども、ゆうちょ銀行の場合と同様でございますけれども、「貴委員会は極

めて重要な役割を担っているものと認識しており、かかる観点から、慎重に審議されることを

切に要望いたします」とされております。 

 １でございますけれども、意見としまして、「かんぽ生命の入院特約の見直しについて

は、」「少なくとも政府による株式保有の解消等を通じた完全な民営化がはかられない限り、

「公正・公平な競争条件の確保」の観点から、認可すべきではないと考えます」などとされて

おります。 

 おめくりいただきますと、その理由ですけれども、一番上ですが、「かんぽ生命の入院特約

の見直しの認可にあたっては、郵政民営化法に規定されている通り「他の金融機関との間の競

争関係に影響を及ぼす事情」等を十分に踏まえられることを要望します」などとされておりま

す。 
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 ２は、かんぽ生命保険の受託販売についてでございますけれども、意見としまして、「かん

ぽ生命の民間商品の受託販売については、」「少なくとも政府による株式保有の解消等を通じ

た完全な民営化がはかられない限り、認可すべきではないと考えます」とされておりまして、

理由の２つ目ですが、「かんぽ生命保険が、民間生保から法人向け商品を受託して販売するこ

とは、商品範囲や保険金額の限度額等の制限が実質的に撤廃されることと同義と考えられ、」

「本来の趣旨に反するものと考えます」などとされているところでございます。 

 最後のご意見ですけれども、全国共済農業協同組合連合会のコメントでございます。９ペー

ジ目でございますけれども、１でございますが、かんぽ生命保険については、簡易生命保険の

顧客基盤の承継や、「暗黙の政府保証イメージ」などの影響が懸念されるため、「新規業務の

実施については、郵政民営化法に「内閣総理大臣及び総務大臣の認可を受けなければならな

い」と定められ、政府の国会答弁でも「株式処分等国の関与の度合いの低減に応じ、民営化委

員会の意見を聞きながら、段階的に新規業務を認める」とされております」。現時点において

は、国の関与の度合いの低減は認められないということから、今般認可申請がありました新規

業務について、「その実施を認めることは、妥当でない」とのご意見でございます。 

 おめくりいただきまして、２でございますけれども、ゆうちょ銀行の生命保険関連業務につ

いてということで、２行目ですけれども、「かんぽ生命保険の新規業務実施と同等の効果を持

つおそれ」があるということで、「かんぽ生命保険と同様の視点から検討される必要」がある

とされておりまして、ゆうちょ銀行についても「現時点では、株式処分等の「国の関与の度合

いの低減」は認められ」ないということで、「今般、ゆうちょ銀行より認可申請がありました

新規業務のうち、変額個人年金等生命保険募集業務について、その実施を認めることは、妥当

でない」とされておりまして、また、変額年金以外の「他の生命保険商品も取り扱うのであれ

ば、」「事前に全て公表される必要があると考えます」。 

 ３でございますけれども、郵便局会社の生命保険関連業務の実施についても、ゆうちょ銀行

と同様の配慮が必要であるとされているところでございます。 

 以上でございます。 

○田中委員長 どうもありがとうございました。 

本件認可申請については、本日の議論も踏まえ、今後本委員会としての意見の取りまとめを

行ってまいりたいと思います。さらに、特段のご意見がないようでしたら、これをもって第34

回の会合を閉会いたします。 


